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巻 頭 言

耐震強度偽装問題。被害者および関係者には大

震災にも匹敵する災難で、巻き添えで無用に忙し

い思いをされている（本来なんの関係もないはずの）

関係者はいい加減にしてほしい、というところで

あろうが、この場を借りて愚考を披露することを

お許しいただきたい。

大新聞やテレビなどマスコミの論調の多くは、

政府の規制緩和政策を支持してきたようにも感じ

られたが、この問題に限らず、事故、災害や犯罪

などが起きるたびに行政の怠慢や責任を追及しは

じめる。耐震偽装に関しても、当事者や検査機関

とともに国交省の責任を追及する声が大であるが、

では規制強化せよ、とは明言されない。この点、

『純粋な資本主義にとって、「偽計」、「偽装」は想

定内と思え』（松原隆一郎、中央公論2006.3）は明快

な論旨であったので少々長くなるが、以下に要旨

を紹介させていただく。

リード文は『ライブドアの「風説の流布」。マン

ションの耐震強度偽装問題。これらは小泉改革の

“破綻”ではなく“定着”が引き起こした事件だ。倫

理も規制もない「純粋な資本主義」という擬似ゲ

ームの世界は荒野である』。詳しくは原文を参照し

ていただきたいが、建築業界の方は以下の要約で

概ね内容は理解していただけると思う。著者は工

学部出身の経済学者だけあって建築分野（業界）へ

の理解は深いが、ライブドア問題はともかく、建

築基準法改正は実際には橋本内閣の時代に始まっ

て（橋本クリントン会談、つまりは米国の要請）、

2001年には施行されていたことを踏まえると、建

築分野の規制緩和を「小泉改革」と要約してしま

うのは、やや的外れないし現政権を持ち上げすぎ、

という気がしないでもない。故橋本首相は「小泉

改革」の抵抗勢力にされてはいなかったか。

「小泉改革」の成果かどうかはさておき、今回の

事件は事前規制型（指導型）行政から事後取締り型

（ルール型）行政に転換されていった必然的な結果

である、とする。検査は行政でも民間でも人手に

絶対的な限界があり、厳格な審査をしようと思え

ば、その費用は、行政では税金に、民間では建築

費に上乗せするしかない。『それが国民の望むとこ

ろではないのだとすれば、国民は安全を求めるべ

きではない。』ルールが甘いところで競争が激しく

なると、合理的な企業はルールの甘さを組み込ん

でコストダウンを図る。審査が甘いことが業界の

常識であれば競争は偽装を促す。

ではどうすれば厳格化されるか。サッカーなら

審判員を増やして人気を保てばよいが、建築はサ

ッカーには喩えられない。建物に住むのは取替え

がきかないし、選択の間の期間が長すぎる。もの

によっては人や企業の世代を超えるので、厳密な

審査は市場では誘導できない。では審査を行政に

戻すべきかというと、著者は行政にはカネをかけ

ない小さな政府を目指すことを大前提にしている

ようで、論外らしい。建築は個々人が購入するに

は高すぎる商品で、耐震強度も安価に確保するこ

とはできない。安全は半ば公共財のようにして共

有されるべきものであって、一般の商品とは同等

には扱えない。ところが建築を商品とみなして値

下げ競争の対象にしたのが日本の建築業界であり、

短期間にスクラップアンドビルドを繰り返すこと

で利益を生み出してきた。建築は特に安全という

点で、私的競争や市場競争には馴染みにくい分野

で、そういった根本から考え直さないと偽装は続

出する、というのが結論である。ここからは、ラ

イブドア問題、資本主義経済の話になって、偽装

問題に対して当面どうすればよいか、について明

快な提案はない。倫理が確立しておらず、事前に

規制しないなら、論理的には一定の犠牲は不可避
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耐震強度偽装

壁谷澤 寿海東京大学



である、として、冒頭リード文の結論（倫理も規制

もない「純粋な資本主義」擬似ゲームの世界は荒

野）に至る。

行政（審判）あるいは業界の立場で、落ちこぼれ

や間違い、不正をださないようにして、かつ、正

直者がばかをみず、優等生がよりいいものを追求

できるような仕組みをいかに現実の条件にもとづ

いて実現するか。建築の場合、事後取締りでは問

題が複雑で影響が大きくなりすぎて簡単に解決で

きない。罰則を強化しても被害者は救われない。

やはり工学系の私は、倫理を確立し、事前の規制

によって一定のレベルを確保されるようにするの

が有効である、と考える。経済学では人間が損得

で動くのが前提かもしれないが、工学ではやはり

技術者の倫理やものづくりの精神にも期待したい。

構造設計者はほとんどがいいものをつくろうとし

ているまじめな人たちである、とまわりをみて思

うが、残念ながら建設業界は徹底的に信用されて

いない。まじめで有能な技術者が正当に評価され、

ユーザーに信頼される仕組を地道に模索するしか

ない。

そこで、まずは『国家（業界）の品格』を高めよ、

というような話になってしまうが、日本（業界）は、

グローバル（米国型）スタンダードに合わせるのは

いい加減にして、伝統的な仕組みに回帰する方向

も考えるべきではないかと思う。門外漢としては

深入りしないが、法律よりも道徳、訴訟よりも話

し合い、契約よりも信用、個人の自由より公共の

利益、目先の経済より技術者の良心、が活かせる

ような社会を目指す。そのために必要な仕組みを

考え、教育を考える。建築は個人の所有物であっ

ても公共財でもある。限りある国土を利用するだ

けでなく、世代を超えて環境や景観に影響を与え

る。建築家の自由な発想は尊重されてよいが、規

制は必要であり、そのために集団規定もある。独

善的な思い入れは後世代にまで憂いを残す可能性

がある。当然建築は安ければよいというものでは

ない。さらに余談になるが、新規参入を阻まない

程度に『入札』制度は必須であるが、いわゆる

『随意契約』や『指名競争』の方が結果的によいも

のができる場合が多い、と感じているのは私だけ

か。自由で規制の少ない市場原理は十分尊重され

るべきであるが、社会システムと同様で、それが

具体的に形になってあらわれる安全で美しい街並

みは何世代にもわたる伝統の力でつくられる。効

率はわるくても信頼ベースの選択によって結果と

していいものができあがるということもある。歴

史に残る建築やインフラはその時代の経済合理性

を度外視して造られてきた。そのことに対して、

政治家や役人、オーナーだけでなく、技術者もも

う少し主体的な哲学と主張をもつ必要がある。現

代の技術はごく一部の技術者にしか正確に理解さ

れ、運用できない高度なものになりつつあるから

である。

今回の事件で構造設計者の地位や責任が見直さ

れつつある。現在は元請の建築士（統括設計者）が

一括して設計に責任を負うシステムになっている。

したがって、構造設計の不具合の責任も本来元請

の建築家が一括して負うべきで、建築家は構造設

計がわからない、では済まないのが現行の建築士

法上のシステムであったはずだが、耐震偽装は下

請けの構造設計者の責任に帰された。そこで、本

来ならばほとんどの外国でそうであるように構造

設計は独立した国家資格職能として当然位置づけ

られるべきなのであるが、これに対して建築家協

会を筆頭に建築家が反対をし続けている理屈は私

にはまったく理解不能である。最近では建築計画

が最も単純で、設備設計の方が重要かつ高度の専

門技術を要求される建築も多いことから、設備設

計にも同様に独立した職能が必要であろう。今回

の改正で、適合性の証明書のやりとりという形で

構造設計者の名前がやっと少し表舞台に出るよう

ではあるが、十分ではない。構造設計者も営業の

前面に登場してほしい。

そのためにはいうまでもなく構造の性能評価が

前提になる。安全性についてはいまさらの解説で

はあるが、建築基準法を満足すれば安全（倒壊しな

い）、満足しないと安全でない（倒壊のおそれあり）、

ではない。たまたま詳細に検討する機会があったA

建築は基準法を満足はしていないが、少なくとも

簡単に倒壊するような設計ではない。マスコミが

大騒ぎしている震度5程度の地震では素人目で被災

をみつけるのも難しいかもしれない。もちろん海

外なら地震地域でも十分通用する設計である。日

本でもこれより明らかに耐震性能が低い既存建築

はあえて探すまでもなくどこにでもある。もちろ

ん、だから偽装してもよい、という話ではない。

これまた解説するまでもなく、現行の建築基準は
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設計施工や評価法のばらつきを考慮して、倒壊ま

では十分な余裕度がある。50カイン程度の設計用

地震動で応答解析するとそれなりの変形は計算さ

れるが、通常の整形なRC建物であれば被災度は小

破程度以下に対応する。実際の被害はもっと小さ

く大多数は軽微か無被害になる。一般に建築が倒

壊にいたる限界の地震動レベルはこれよりもずっ

と高いが、設計レベルの解析では真の安全性レベ

ル（倒壊限界状態）を明らかにすることはできない。

せん断破壊以降の軸崩壊現象、耐力劣化、応答の

集中現象、外力分布、P-Δ効果、基礎や地盤の条

件などまだよく解明されていない個別の要因が大

きく影響する。余談であるが、旧基準（70年代）で

あれ、基準を概ね満足しつつ、震動台容量で確実

に倒壊（崩壊）する建物を設計するのは実は意外に

難しい。ピロティや偏心など構造計画的に明らか

にバランスが悪い建物にすれば簡単ではあるが、

ある程度工学的に妥当な構造計画をして構造規定

を満足すれば、相当大きな地震動を入力しないと

崩壊には至らない。つまり、いまの日本の耐震基

準（必要保有水平耐力）は構造計画のいい整形な建

物では高すぎる、ともいえるが、設計用地震動を

上回る入力は当然ありうるし、地震動はもとより

構造物側の挙動もよくわかっていないことも多い

ので、必要強度レベルを低減するのは極めて慎重

に行う必要がある。最小規定やせん断設計も同様

に安易な検討で低減すべきでない。従来構造設計

者は基準法を満足しているので安全、として説明

が終わっていたが、建物の真の性能を可能な範囲

でわかりやすく説明する必要があるし、構造計算

の仮定や結果の意味をユーザー向けに明示して、

解説する努力をしていくべきであろう。

一方、審査や検査の仕組みであるが、現状の条

件で可能なかぎり充実させるのは国民も望むとこ

ろであろう。具体的には今後の検討によるが、な

にに注意が必要か。設計技術が継承される必要が

あるのと同様に、審査技術も継承され、育成され

る必要がある。改革や規制緩和もいいが、組織や

仕組みが変更されるときはとくに注意が必要であ

る。審査や検査にも技術やノウハウがあり、違反

や間違い・ミスなどに気づくのは設計とは少し違

った感覚が要求される。これらは設計と同様にあ

る程度多人数の議論を経て組織的に継承するのが

有効である。ある段階で情報公開する方法もある。

超高層も、免震も、新素材も、高層マンションも

技術が大手から中小業者にも広がって徐々に普及

してきた。確認検査を開放するにしてもこれまで

のノウハウの蓄積がうまく継承されるような段階

的な移行はできなかっただろうか。株式会社によ

る検査はそのままでは厳格化されることはありえ

ない。集団規定についても不適切な確認審査結果

が指摘されている。やはりなんらかの規制強化が

必要であろう。

新しい制度については議論の段階であり、本論

ではまだ意を尽くせなかったのでまた別の機会に

続きを譲ることにして、最後に免震構造の設計に

話を転じて締めくくる。耐震構造計算が性能評価

を無視した価格競争の結果ついには偽装にまで至

ったように、免震も無用の価格競争に晒されなが

ら普及を急いでいる、ように思われる。本来は大

地震でも損傷制御、機能維持が確実になり、耐震

性能が明らかに増大した分だけ費用を上乗せする、

あるいは、その分計画上の制限もありうる、こと

などを構造設計者はオーナーや建築家に納得させ

る必要がある。価格競争のあまり、上部構造や基

礎構造は計算上可能な範囲であれば低減して設計

され、構造詳細や靭性確保は軽視されつつある。

免震にすればなんでもできる、と説明しているの

ではないかと思われるような、無理な構造計画も

みられる。1階の柱を斜めにするのは本来あるべき

構造計画か。柱頭免震は非構造部材も含めて機能

的か。アスペクト比が5を超えるような構造にまで

免震を適用すべきか。超高層は免震にしてまでコ

ストを削るべきか。…　免震の構造計算は設計用

地震動スペクトルの性質に大きく依存している。

一方、耐震構造は設計用地震動を大きく上回る地

震動でも倒壊には至らない。地震動や応答解析を

絶対視することなく、上部構造やクリアランスに

は十分なフェイルセーフを配慮した設計を期待し

たい。

3巻頭言
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新 会 長 の 挨 拶

去る6月8日の理事会において免震構造協会4代目

の会長に指名された。1993年に本協会が設立され

て以来、初代梅村魁先生、二代目中野清司先生、

三代目山口昭一先生と大先輩が会長を歴任されて

きたことを思うと、その責任の重さに身が引き締

まる思いを感じる。

わが国に免震構造の建物が建設されてからまだ

20年ちょっとの歴史しかないが、1995年阪神・淡

路大震災以降の免震構造建物の飛躍的な増加は

1993年に設立された本協会発展に大きく寄与した。

1999年の社団法人化、2000年の免震部建築施工管

理技術者、2003年の免震建物点検技術者の資格制

度の創設、さらには2004年の性能評価業務の開始

など免震構造の普及に多大な貢献を果たしてきて

いる。資格保有者も施工管理技術者が1,500人強、

点検技術者がおよそ500人に達しているし、性能評

価業務も今年度に入って順調である。特に最近の

第2種正会員の増加は免震構造普及のためには非常

に好ましい傾向である。産学協力しての免震構造

の普及、啓蒙活動が期待される。最近建築の技術

者から、免震建物はなんとなく不安定で、大地震

時には大変形して（免震部の変形のことと思われる

が）、転倒、倒壊する可能性があるので怖いという

話を聞かされ仰天した経験を持っているが、免震

構造に対する誤った考えを持っている人、誤解し

ているあるいは知らない人が少なからずいること

は我々も認識した上で正しい知識の普及に努める

必要があると再度感じている昨今である。

私自身免震建物の設計に直接関与した経験はな

いが、日本で免震建物第一号といわれている千葉

県八千代台のRC住宅の構造評定に携わったのが免

震構造との最初の出会いである。その後日本最初

の超高層免震建物の構造評定などに携わるととも

に多くの現場を見学させてもらった。それらの経

験から免震構造は地震に対して非常に優れた性能

が期待できる構造形式であるとの確信を持つにい

たった。そのことはいくつかの地震の経験からお

おむね証明されている。しかし、過信は禁物であ

る。鉛ダンパー溶着部の欠陥、福岡県西部地震で

の免震部材取り付け部コンクリートの損傷等いく

つかの問題点も露呈した。振動理論に最ものりや

すく華麗な設計が可能な免震構造も、その性能を

裏付けするのは施工であり、施工管理、点検であ

ることが証明されたわけで、本協会が施工管理技

術者、点検技術者の養成を急ぐのはこのような理

由からである。

免震構造の初期の頃は硬い地盤上に建設するこ

ととされていたが、次第に軟弱地盤上にも建設さ

れるようになり、地盤との相互作用がないことが

免震構造のメリットとされていたものが、最近で

は杭―地盤―建物連成を考えて設計するなど相当

高度な設計が行われるようになってきている。さ

らに中間層免震など振動論を駆使した設計が行わ

れるようになっている。反面いわゆる告示免震の

ように従来時刻暦解析で安全性を確認してきたも

のが、時刻暦解析を不要とする設計法も可能とな

る等、構造だけでなく設計法も多様化してきてい

る。これらに対してこれまで時刻暦解析を当然と

してきた本協会も多様な設計法に対する検討を至

急検討する必要がある。

免震構造あるいは制震構造は従来の耐震構造に

対して地震に対する安全性を向上させるため、設

計の自由度を向上させるために開発された技術で

あり、それが経済設計に結びつくのは必然の理で

あるが、最近ではややもすると免震構造を採用す

ることにより地震時の安全性を向上させることよ

り、部材断面が小さくでき、経済設計につながる

との面が強調されつつあるのは多少問題であろう。

会長就任のご挨拶

西川孝夫
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特に超高層免震建物などで、耐震設計を採用する

より経済的になるとの理由から免震構造を採用し

たとの話を聞くことがままあり、また設計のクラ

イテリアを耐震設計なみにしていく傾向が強まっ

てきているのも疑問である。免震構造も耐震構造

も地震時の安全性に差がある必要は無いという理

屈による。しかし、前述のように免震構造はまだ

20年の歴史、実質的には10年の歴史しかないこと

を考えるとまだまだ開発・研究の途上にある構造

形式である。大地震の洗礼も殆ど受けていない。

これらと開発の趣旨をあわせ考えると、やはり安

全性向上、設計の自由度向上のために免震、ある

いは制震構造を採用すると考えるのが必然であろ

う。そのために免震構造協会は健全な免震構造の

適切な普及のために鋭意努力していかなければな

らないと考えている。

2004年に設立10周年記念事業を行い好評を得た

が、さらに2008年あるいは2009年には創立15周年

の記念事業として国際研究集会などを開催するこ

とを考えており準備委員会を発足させた。また、

山口前会長の提案された地震被害の多発する発展

途上国に対する簡易免震構造の開発と普及はぜひ

積極的に取り組まなければならないテーマである。

さらに身近な具体的な問題としては社団法人の公

益法人化の問題（内部留保金の制限）がある。

微力ではあるが免震構造協会発展のために頑張

っていく所存である。会員諸氏の絶大なるご協力

をお願いしたい。

新 会 長 の 挨 拶
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1 はじめに
近年、東京や大阪といった大都市の都心部では、

眺望の良さ、都心に近い利便性から「都市型のホ

テルライクな生活」を求め、超高層集合住宅の人

気が増え、現在もその人気は続いている。

本建物の敷地についても、大阪駅から西へ徒歩

15分の極めて利便性の高い都心に位置し、建物は

コーナー部及び上層部にガラスカーテンウォール

を採用することで、これまでの集合住宅のイメー

ジを払拭した都市型の洗練された外観を持つ、新

しい都心居住のランドマークとなるように計画し

ている。

総合設計制度の活用により、住棟の周囲に多く

の緑地となる公開空地を設け、開放的で人に優し

いランドスケープデザインとし、周辺環境の向上

を図っている。また、SI方式を採用することで、

自由度の高い住戸計画を可能としている。

2 建築概要
【建物名称】 シティタワー西梅田

【建 築 地 】 大阪市福島区7丁目20－2

【設計・施工】（株）竹中工務店

【主 用 途 】 共同住宅

【建築面積】 1,823.70m2

【延床面積】 52,740.55m2

【階　　数】 地下1階、地上50階、塔屋2階

【建物高さ】 177.40m

【構造種別】 低層部：S造（一部SRC造）

高層部：RC造

【免震材料】 高減衰ゴム系積層ゴム支承（8基）

天然ゴム系積層ゴム支承（6基）

弾性すべり支承（12基）

本建物基準階の外形平面形状は東西方向48m×南

北方向30mの長方形であり、平面構成として、建物

の中央部にボイド状の空間を設け、排煙や換気に

免 震 建 築 紹 介

シティタワー西梅田

椿　 英顯
竹中工務店

日下 哲
竹中工務店

荒木 為博
竹中工務店

図1 外観パース、基準階平面図、駐車場階平面図、断面図



活用すると共に、奥行きの浅いワイドフロンテー

ジの住環境に優れた住戸計画としている。

断面構成としては、地下階に駐輪場・設備諸室、

1階にエントランス・防災センター、2～8階に駐車

場、9階にメインエントランスホール・教養諸室等

の共用施設とし、環境条件の良い10階（高さ約31m）

以上に住戸を配置する計画としている。塔屋階に

はEV機械室があり、塔屋屋上レベルに緊急用ヘリ

ポートを配置している。

3 構造概要
本建物は地下1階床下に免震層を持つ基礎免震の

地下1階・地上50階建ての集合住宅である。

上部構造は、地下階がRC造で、一部SRC造大梁

のラーメン構造、地上部は9階床までを、柱SRC・

梁Sのブレースを含むラーメン構造、9階より屋上

階床までを建物の中央部にあるボイド状の壁を耐

震壁とした壁（バックボーンチューブ壁）を有する

ラーメン構造としている。屋上階のヘリポートを

支える鉄骨は、建物の南北方向の曲げ変形を抑制

するハットトラスとし、それに連なる柱には、柱

への引張力をキャンセルするためのプレストレス

を導入している。建物短辺方向長さに対する軒高

のアスペクト比は5.75、地下階の階高を加えた高さ

に対するアスペクト比は5.84である。

基礎構造は既存建物の杭・基礎躯体を人工地盤

と考え、それらを支持地盤とする直接基礎（ベタ基

礎）としている。人工地盤は、地中連続壁の支持杭

により支えられている。今回、再利用するにあた

って、載荷試験を行ない、人口地盤としては平均

500kN/m2以上の長期支持力を持つことを確認して

いる。

地下1階床下の免震材料の配置を図4に示す。免

震材料としては、高減衰ゴム系積層ゴム支承、天

然ゴム系積層ゴム支承、弾性すべり支承を採用し

ている。積層ゴムは軸力変動の大きな高層外周部

柱直下に1基ずつ計14基設置し、軸力変動の比較的

小さな内周部分には3台1セットの低摩擦弾性すべ

り支承を1柱あたり1基ずつ計12基を設置している。

免震材料の組合せ配置については、積層ゴムお

よびすべり支承により長周期化を図ること，免震

層の偏心を小さくすること，また高減衰ゴムの履

歴減衰及び弾性すべり支承の摩擦による履歴減衰

により地震時の応答を効果的に低減することなど

を目標として決定している。
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図2 基準階伏図

 

 

 

 

 

・ブレース

図3 軸組図
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4 地震応答解析
4.1 設計用入力地震動

入力地震動波形は告示による3波（以下告示3波と

称する）と、さらに、従来の免震設計で標準的に用

いられてきた3波（以下標準3波と称する）を採用し

ている。入力地震動波形の最大速度振幅及び加速

度振幅を表1に示す。

4.2 耐震性能の目標値

各地震動入力レベルに対して設定した上部構

造・免震層および基礎構造の耐震性能の目標値を

表2に示す。

4.3 地震応答解析モデル

構造物モデルのモデル図を図5に示す。

地震動に対する弾塑性時刻歴応答解析に用いる

構造物モデルは、各レベルの地震動に対して共通

であり、各方向別にB1階～P1階までの各床位置に

質量を集中させた49質点系の曲げせん断棒モデル

とし、B1階と固定端の間に免震層をモデル化して

いる。

本建物のような塔状比の大きな超高層建物の場

合、建物の変形性状は曲げ変形が主体であり、等

価せん断型の層の復元力設定では建物の振動性状

を上手く表現できないことや本建物の特徴として、

免 震 建 築 紹 介

図4 免震装置配置図

表1 入力地震動波形

表2 耐震性能目標値

図5 ハットトラス付き曲げせん断棒モデル図



屋上ヘリポートの架構を利用した剛強なトラス（以

下、ハットトラスと称する）の効果により建物上部

の曲げ変形の抑制を図っていることから、これら

を適切に考慮するためにモデルとして図5に示す

『ハットトラス付き曲げせん断棒モデル』を採用し

ている。

4.4 解析結果

図6および図7に免震材料の特性の基準値に対す

る応答解析結果（レベル2）を示す。

レベル2における最大応答加速度は最上階住戸で

170 cm/s2程度、免震材料のばらつきを考慮した場

合でも190 cm/s2程度に抑えられ、十分な免震効果

を発揮している。また、最大応答変位についても

免震層部分で46.9cm、免震材料のばらつきを考慮

した場合でも61.6cmで75cm以内に納まっており、

目標の耐震性能が確保されていることを確認して

いる。

免震材料の面圧はレベル1で3.53～25.19N/mm2と

なっており、許容圧縮面圧以下かつ引張が生じな

いという目標を満足している。レベル2においては

免震材料のばらつきを考慮した場合でも-0.93～

33.09N/mm2であり、目標値である許容圧縮面圧以

下かつ許容引張応力度である-1.0 N/mm2以下を満足

している。

5 おわりに
阪神大震災の教訓から、我々は建物だけでなく、

内部の居住者はもちろんのこと、家具や設備即ち

生活を守ることが求められている。また、超高層

建物の場合、地震被害に対して軽微な建物補修で

も建物が高いために大掛かりとなる。このような

ことから本建物は耐震安全性の高い超高層免震集

合住宅を目指して設計した。特に、5.84という高ア

スペクト比に対し、最適な免震材料の選定と配置、

そしてバックボーンチューブとハットトラスを組

合せることにより課題を解決した。さらに、地球

環境に配慮し、既存杭および既存地下躯体を再利

用することにより、建設副産物の削減を目指した。

本建物は、日本一高い免震建物として2006年12

月に完成予定である。

最後に、本建物の設計において、多大なご指導、

ご尽力を頂きました関係者の方々に厚く御礼を申

し上げます。
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図6 最大変位応答（レベル2）

図7 最大加速度応答（レベル2）

表3 性能の目標値と地震応答解析結果の比較



1 はじめに
本建物は、渋谷区代々木にあった旧山野学苑の

校舎を解体し、2007年4月開校（予定）に向けて新た

に建設中の専修学校・共同住宅である（図1）。

建物低層部の学校における生徒や教職員および

高層部の住居に入居する人々に、地震等の災害に

対して安全でかつ快適な住環境を提供する、とい

うニーズに対して、それらを実現するために、建

物用途の切り替わる10階を免震層として積極的に

利用した超高層中間層免震建物である。本建物の

形状は、総合設計制度による建物の高容積化と本

敷地における複雑な斜線制限、等の条件により、

複雑な形状となっている。

2 建物概要
本建物は、JR代々木駅より西方向約200m、小田

急線南新宿駅の東方約100mの地域に建設される専

修学校・共同住宅である。

地上27階、地下3階であり、地下3階～9階までを

専修学校、11階～27階までを共同住宅としている。

また、地下階には講堂および博物館を設置する計

画としている。

＜建物概要＞

建物名称：MY TOWER PROJECT

－山野学苑建替計画－

所 在 地：東京都渋谷区代々木1-53-1

用　　途：専修学校、共同住宅

建 築 主：学校法人　山野学苑

設計監理：大成建設株式会社一級建築士事務所

施　　工：大成建設株式会社　東京支店

敷地面積：5,116.46m2

建築面積：2,590.82m2

延床面積：33,878.03m2

階　　数：地上27階、地下3階、塔屋1階

軒　　高：93.10m

最高高さ：97.35m

構造種別：鉄筋コンクリート造（一部、鉄骨梁、

C.S.Beam）

基礎構造：直接基礎（べた基礎）

免震装置：天然ゴム系積層ゴム支承、弾性すべ

り支承（ハイブリッドTASS構法）

工　　期：2004年11月～2007年2月

3 構造計画概要
主体構造は、柱と一般的な大梁を鉄筋コンクリ

ート造とした純ラーメン構造である。学校部分の

ロングスパン大梁には端部RC造中央部S造の梁

（C.S.Beam）を、住宅部分のロングスパン大梁には

プレテンション式のプレストレストPCa梁を用いて

いる。10階に配置する免震装置は、弾性すべり支
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MY TOWER PROJECT －山野学苑建替計画－

小室　 努
大成建設

河本慎一郎
同

寺嶋 知宏
同

征矢 克彦
同

図1 完成予想パース



承と積層ゴム支承を組合せた複合免震システム（ハ

イブリッドTASS構法）である。

4 耐震設計概要
4.1 目標耐震性能

本建物は、免震装置を建物の高さ方向中間部に設

けることにより、免震層をはさむ上部構造の応答低

減、およびそれに伴う下部構造の入力せん断力低減

が可能となっている。これにより、通常の建物と比

べ、建物全体として高い耐震性能が確保することが

できる。以下に耐震設計の考え方を示す。

1）上部構造・下部構造とも通常の建物より高い

目標耐震性能を設定し、さらに、下部構造は

上部構造以上の目標耐震性能とする。

2）下部構造は、レベル2時に一部の梁の曲げ降

伏（部材塑性率2.0以下*、層塑性率1.5以下）を

許容するが、フレームとして通常の建物以上

の保有耐力と十分な変形性能の確保を行う。

3）免震装置は十分に安定した領域（ゴムせん断

ひずみ200％, 32cm以内）で使用する。

4）免震層の上下階は、十分に剛性を高くし、上

下階の柱および梁部材は弾性領域にとどめる。
* 部材塑性率とは梁部材の中で最大の塑性率を示し、
層塑性率とは、ある梁が最初に曲げ降伏した時の層
間変形を基準とした塑性率を示す。

4.2 設計用入力地震動と解析モデル

設計用入力地震動は、告示波3波、サイト波2波

（南関東地震を想定）、観測波3波の計7波とした。

なお、建物基礎位置GL - 1 6 . 3 mのS波速度は

Vs=580m/secであり、工学的基盤と判断できる為、

告示波3波およびサイト波2波は基盤波を入力地震

動として使用した。使用した地震波一覧を表2に、

レベル2の擬似速度応答スペクトルを図6に示す。

振動解析モデルは、B3階床位置を固定とし、地

下3層、地上27層を質点に置換した30質点系の等価

曲げせん断型とする。弾性すべり支承と積層ゴム
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図2 2階伏図

図3 基準階伏図

図4 代表軸組図

図5 免震材料配置図（10階）

　　

表1 目標耐震性能



支承を各々表すばねを2本並列に配置する。弾性す

べり支承はすべり部分と初期剛性を表す積層ゴム

部分を直列で表現する。図7に解析モデル、図8に

免震層の復元力特性を示す。

固有値解析結果を、表3、図9に示す。

4.3 地震応答解析結果

図10に、レベル2地震動入力時のX方向の最大応

答値を示す。上部構造・下部構造の最大層間変形

角は1/150（25F）である。免震層の最大水平変位は

26.5cmであり、積層ゴム支承の最大せん断ひずみ

に換算すると166％で、目標値の200％以内となっ

ている。また免震支承の面圧は、圧縮限界強度以

下であり、かつ浮上りによる引張力は発生してい

ない。

以上より、地震応答結果は何れも目標耐震性能

を満足しており、十分な耐震安全性を有している。
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表2 設計用入力地震動一覧

図6 擬似速度応答スペクトル（レベル2、h=5%）

図7 解析モデル

図8 免震層の復元力特性

表3 固有値解析結果

図9 X方向モード図（βu）

K
h

C
1
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4.4 ねじれ振動の検討

本建物は、複雑な斜線制限等の条件により、低

層部分から高層部分にかけてセットバックしてい

く複雑な建物となっており、ねじれ振動が生じや

すい形状となっている。

並進方向の耐震性能向上のみでなく、上記ねじ

れ振動の問題を解決する為にも、10階を免震層と

することが効果的である。免震層で偏心率を0に近

づけ、ねじれ変形に対してもエネルギー吸収する

層を設けることで、建物全体のねじれ振動を低減

させている。表4に免震層の水平変形毎の偏心率を

示す。

ねじれ振動検討用として、建物各層の重心・剛

心位置とねじれ剛性を考慮し、免震層の復元力特

性を8方向のマルチスプリング要素でモデル化し

た。図11に解析モデルの概要を示す。ねじれ検討

用入力地震動は、告示波（Hachinohe NS位相）のレベ

ル2とする。

表5に、免震層の重心位置、剛心位置、建物端部

における免震装置の応答変形を示す。重心位置と

建物端部の変形差は0.54cm（Y方向）であり、ねじれ

振動の影響がほとんど無いことが分かる。

図12の解析モデルの免震層部分を一般の柱梁部

材に置き換えた「非免震」モデルを作成し、「免震」

モデルのねじれ応答成分との比較を行った（図11）。

ねじれモーメント、ねじれ変形（基礎からの絶対量）

共、「免震」モデルの応答値が小さくなっている。

このことから、本建物のようにねじれ振動が生じ

やすい建物において、中間免震を採用することに

より、ねじれ振動を低減することができる。
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図10 応答解析結果（レベル2、X方向）

表4 免震層変形別の偏心率

 

図11 ねじれ検討用解析モデル

表5 免震部材毎の最大応答変形量



5 おわりに
複雑な形状および用途を有する建物に対して、

超高層中間層免震を採用することで、通常の建物

に比べて高い耐震性能を実現することができた。

現在、2007年2月末の竣工に向けて、躯体のPCa

工事を進めている。（写真1）

最後に、本建物の計画、設計、施工にあたり御

協力頂きました関係者の皆様に、本紙面をかりて

御礼申し上げます。
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図12 ねじれ応答結果（Y方向）

写真1 工事中写真（2006年5月現在）
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1 はじめに
本建物は、JR京浜東北線「東神奈川」駅の南東

側約1.0kmの帷子川河口沖合いの横浜港内を造成し

た埋立地（旧浅野ドック跡地の再開発地区にあたる

コットンハーバー地区C街区）に建設中の4棟からな

る共同住宅（分譲）である。住宅棟となる4棟はそれ

ぞれ海側よりSW棟（32階）とSE棟（23階）、BW棟（38

階）とBE棟（23階）が配置されている。4棟の総住戸

数は926戸となる。また、敷地内には住宅棟の他に

4棟間の中心に管理棟（ハーフムーン棟）やSE棟に隣

接された保育棟、また、BE棟・BW棟に隣接する

ように立体駐車場棟（2棟）が配置されている。

建物の平面形状は、SW棟・BW棟はL字型とな

っており、SE棟・BE棟は板状型となっている。4

棟共に、地震時における上部構造の安全性を高め

るため、それぞれB1階床、又は1階床と基礎構造

の間に免震部材を配置した基礎免震構造を採用し

ている。

2 建築物概要
建物名称：コットンハーバータワーズ

（SW棟・SE棟・BW棟・BE棟）

建物位置：神奈川県横浜市神奈川区橋本町

2-1-1他

主要用途：共同住宅（分譲）

建 築 主：JFE都市開発（株）、三菱地所（株）、

野村不動産（株）

設 計 者：（株）三菱地所設計

構造設計協力：前田建設工業（株）一級建築士事

務所

施 工 者：前田建設工業（株）横浜支店

免 震 建 築 紹 介

コットンハーバータワーズ

木村 正人
三菱地所設計

加藤 朗
同

吉田 実
同

図2 建設地

山　 達司
前田建設工業

図1 外観パース

図3 全体配置図
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【SW棟】

建築面積：約1,600m2

延べ面積：約33,200m2

階　　数：地上32階、地下1階、塔屋1階

建物高さ：約100m

構造種別：鉄筋コンクリート造

架構形式：X・Y方向とも純ラーメン構造

基　　礎：マットスラブ基礎（支持層：土丹層）

【SE棟】

建築面積：約1,180m2

延べ面積：約13,000m2

階　　数：地上23階、塔屋1階

建物高さ：約71m

構造種別：鉄筋コンクリート造

架構形式：X方向純ラーメン構造

Y方向耐震壁付ラーメン構造

基　　礎：杭基礎（支持層：土丹層）

【BW棟】

建築面積：約2,800m2

延べ面積：約38,800m2

階　　数：地上38階、地下1階、塔屋1階

建物高さ：約120m

構造種別：鉄筋コンクリート造

架構形式：X・Y方向とも純ラーメン構造

基　　礎：マットスラブ基礎（支持層：土丹層）

【BE棟】

建築面積：約1,270m2

延べ面積：約13,500m2

階　　数：地上23階、塔屋1階

建物高さ：約71m

構造種別：鉄筋コンクリート造

架構形式：X方向純ラーメン構造

Y方向耐震壁付ラーメン構造

基　　礎：マットスラブ基礎（支持層：土丹層）

免 震 建 築 紹 介

図4 基準階伏図（SW・BW棟）

図5 軸組図（SW棟）

図6 基準階伏図（SE・BE棟）
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3 構造計画
1）上部構造

SW・BW棟の平面形状は、図4に示すように

32.9m×32.9mのL字型でX・Y方向共6スパンとなっ

ており、L字形の交点部分には斜め梁を設けている。

また、建物の3隅は折れ曲がり梁にて建物隅部が隅

切りされた形状となっている。SE・BE棟の平面形

状は、図6に示すようにX方向6スパン、Y方向1ス

パンの板状型となっており、鉄骨造のEVシャフト

及び階段室が接続されている。また、SE棟の23階

部分はセットバックされており、鉄骨造としてゲ

ストルーム等の共用部分となっている。

上部構造の構造種別は全棟共に鉄筋コンクリー

ト造（一部鉄骨造）とし、構造形式はSW・BW棟で

免 震 建 築 紹 介

図7 軸組図（SE棟）

図8 免震装置配置図（BW棟）

図9 免震装置配置図（BE棟）

表1 免震部材リスト
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はX方向・Y方向とも純ラーメン架構、SE・BE棟

ではX方向が純ラーメン架構、Y方向が耐震壁付き

ラーメン架構としている。使用材料は、コンクリ

ートの設計基準強度でFc=60～30N/mm2（SE・BE

棟はFc=48～30N/mm2）の高強度コンクリート、鉄

筋は主筋にSD490～SD390、せん断補強筋に高強

度せん断補強筋（KSS785,SHD685同等）を採用して

いる。

2）免震部材

各棟の免震部材は、表1に示すようにSW・BW棟

では鉛プラグ入り積層ゴム支承、天然ゴム系積層

ゴム支承、及び鋼材ダンパー、オイルダンパーの

組み合わせとしている。また、SE・BE棟では鉛プ

ラグ入積層ゴム支承、天然ゴム系積層ゴム支承、

及び鋼材ダンパー、鉛ダンパーの組み合わせとし

ている。各棟共に免震層における偏心率が各歪レ

ベルにおいて3％程度以下となるように免震部材を

配置している。

3）基礎構造

基礎構造は、SE・SW棟の一部分が既存ドック部

分上となることから、SE棟は杭基礎（場所打ちコン

クリート杭）とし、SW棟は既存ドック部分をラッ

プルコンクリートに置換して支持層である土丹層

に支持している。BE・BW棟は支持層へ直接支持

したマットスラブ基礎としている。

4 設計方針
1）耐震目標性能

本建物の耐震設計にあたって設定した各レベルに

おける耐震性能目標のクライテリアを表2に示す。

2）免震部材の設計

免震部材の設計では積層ゴムの長期面圧を10～

15N/mm2とした。地震時の面圧については、上下動

を考慮した上で、積層ゴムのせん断歪と圧縮限界

応力の関係を考慮した短期許容面圧（30.0N/mm2）以

下とした。また、引張面圧は積層ゴムの引張特性

において線形限界である1.0N/mm2以下とした。

また、上部構造と周辺構造のクリアランスは、

60cm以上を確保した。

3）耐風設計

耐風設計については、稀に発生する風圧力（再現

期間50年）に対して鋼棒ダンパーが降伏しないこと

とした。また、BW棟については風洞実験より得ら

れた風圧力を用いて立体モデルによる風応答解析

を行って静的な風圧力との比較を行い、暴風時に

おける免震層の変形を確認した。

5 地震応答解析
1）解析モデル

解析モデルは、質量を各階床の重心位置に集約

させ各質点間を曲げせん断バネで結んだ等価曲げ

せん断型モデルとした。上部構造の減衰について

は内部粘性型とし、減衰定数は上部構造（免震層を

固定とした状態）の1次振動形に対して3％の瞬間剛

性比例型とした。

2）入力地震動

地震応答解析に用いた入力地震動は告示スペク

トル適合波を4波（ランダム位相2波＋神戸位相＋八

戸位相）及び既往標準3波を採用した。

3）固有値解析結果

本建物の1次固有周期を以下の表3に示す。

免 震 建 築 紹 介

表2 耐震目標性能
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4）応答解析結果

応答解析は、免震材料の特性変動（製造ばらつ

き・経年変化・環境温度依存）を考慮して行った。

検討の結果、耐震性能の目標クライテリアをす

べて満足することを確認した。解析結果の一覧を

表4に、最大応答値分布図（抜粋）を図8に示す。

5）上下動に対する検討

上下動に対する検討は、立体モデルによる上下

動の応答解析を行い積層ゴムの面圧の確認を行っ

た。ここで用いた入力地震波は、告示模擬波（水平

動）と同位相及び逆位相の波形を作成した。上下動

による軸力と水平動による軸力の合成は、時刻歴

直和で行った。このとき、上下動の最大応答値と

水平動の最大応答値は同時に発生していないこと

を確認した。よって、各棟ともに上下動を考慮し

た場合においても最大面圧は許容面圧30.0N/mm2以

下となり、最小面圧も許容引張面圧-1.0N/mm2以内

となっていることを確認した。

表3 1次固有周期（sec）

表4 応答解析結果の最大値

  

  

図10 最大応答値分布図（抜粋）

免 震 建 築 紹 介
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6 風応答解析
1）解析概要

3レベルの風荷重（居住性、稀、極稀）に対して、

設計上問題ないことを確認するために、時刻歴応

答解析を実施した。解析モデルは立体モデルとし、

各層の床をそれぞれ1剛床と考え、各層の重心にX、

Y、ねじれ方向の風荷重を時刻歴入力として作用さ

せ、応答解析を行った。上部構造の減衰について

は内部粘性型とし、減衰定数は上部構造（免震層を

固定とした状態）の1次振動形に対して1％の瞬間剛

性比例型とした。

層風力時刻歴波形は、風洞実験により得られた

変動風圧の時刻歴から、各方向に応じて負担面積

を乗じることにより算定した。8風向に関して層風

力時刻歴を作成し、それぞれの風向に関して応答

解析を行った。

得られた風荷重の内、最大の-V方向の結果を、

建設省告示第1461号第3号イに定められた方法によ

って求めた風荷重と比較して、図12に示す。

2）解析結果

応答変位の大きなケースとして、風向-V方向時

の、偶角部の鉛入り積層ゴムの変位－荷重関係を

図13に示す。静圧を受けて変位した状態で振動応

答を行っており、特に大きなねじれ変形、異常な

変形は生じていない。

風向-V方向時の、鋼材ダンパーの応答変位のリ

サージュを図14に示す。応答変位は、点線で示し

た降伏変位以下の応答となっており、稀に発生す

る風荷重において、鋼材ダンパーは降伏しないこ

とが確認できた。

7 おわりに
本建設地は、山下・新山下地区、みなとみらい

21地区、ヨコハマポートサイド地区からつながる

都心部と、日本の産業中枢を担う京浜工業地帯を

抱える京浜臨海部との接点に位置した地区として

都市再生特別地区として開発が進められている。

現在、SE棟は、10月入居を目指し施工中である。

そして、SW棟、BE棟の2棟は上棟し、BW棟は地

上部を施工中である。

 

図11 上下動時面圧と水平動時面圧の時刻歴和

図12 風荷重の比較（-V方向）

図13 鉛入り積層ゴムの変位－荷重関係

免 震 建 築 紹 介

図14 鋼材ダンパーの変位リサージュ



1 はじめに
今回訪問したマブチモーター新社屋は、北総線

松飛台駅から徒歩7分の緑豊かな場所にあります。

道路脇には、春になると見事な満開の花を咲かせ

そうな桜並木が立ち並んでいます。

本建物は、海外に工場を展開し小型汎用モータ

ー市場でトップシェアを誇る企業、マブチモータ

ーのヘッドクォーターとして建設された建物です。

プレストレストコンクリートによる床版とCFT造

の柱を組み合わせたハイブリッド構造と、免震構造

を採用することにより自由、大胆な執務空間、本社

ビルとしての信頼性・安全性を両立しています。

今回、マブチモーター様および日本設計様の案

内で、出版部会のメンバーで訪問しました。

2 建設コンセプト
本建物の建設にあたりマブチモーター社内にお

いて、プロジェクトチームを結成し、これに経営

陣とユーザーを加えて討議を重ね、社員全員で創

造する体制を確立させました。また、「長く大切に

使い続ける」という本質を基本としました。

設計チームの編成においては、同種のグローバ

ルヘッドクォーターを構築した実績を持ち、ユー

ザーとしての設計力を保有した事務所と、技術力、

総合力に優れた大手事務所による設計チームを編

成しました。

設計チームに与えられた課題は、①安全に業務

を遂行できること、②事業環境の変化に対応でき

ること、③地域環境との調和、の3点でした。

免震建築訪問記－ 58 21
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マブチモーター新社屋
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写真1 外観（南面）



3 建物概要
本建物は地上4階、一部地下1階の基礎免震構造

です。平面計画は、フレキシビリティーの高い大

スパン（33.6m）の無柱・執務空間（1,500m2）を東西に

4層重ね、自然採光と上下階のコミュニケーション

を目的として中央にアトリウムを配した構成とな

っています。

外観は省エネルギー対策として導入されたダブ

ルスキンのガラスカーテンウォールと煉瓦積みを

組み合わせた斬新なファザードです。無柱の執務

空間はプレストレストコンクリートによる床版内

のストランドケーブルに沿った緩やかな曲面とそ

れを囲むリブがそのまま天井面を形成しています。

図1に基準階平面図を、以下に建物概要を示し

ます。

所在地

千葉県松戸市松飛台430

建物概要

敷地面積 41,857.62m2

建 築面積 4,782.47 m2

延べ床面積 19,202.50m2

階 　 　 数 地下1階、地上4階、棟屋1階

構 　 　 造：形式　SRC造　免震構造　制震構造

床　・プレストレストコンクリー

ト（PC）床板

柱　・CFT（Fc60の高強度コンクリ

ート使用）

杭　・場所打ちコンクリート杭

設計チーム　日本アイ・ビー・エム（株）／

（株）日本設計／（株）フォルムイン

ターナショナル

建築施工：清水建設（株）

設備施工：（株）関電工、新菱冷熱工業（株）、

三菱電機（株）、他

22 MENSHIN NO.53 2006.8

免 震 建 築 訪 問 記 ― 58

図1 基準階平面図

写真2 執務空間天井

写真3 アトリウム

写真4 免震層の鉛入り積層ゴム
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4 構造計画概要
主架構は鉄骨造による純ラーメン構造とし、執

務空間の外周部に4.8m間隔でCFT造の柱を配置し

ています。大スパンの床構造は1.6m間隔のジョイ

ント形式、プレキャスト・プレストレストコンク

リート床版としています。免震層は94基の鉛入り

積層ゴムで構成され、中央アトリウム部分および

その周辺部分は地下1階床下、その他執務空間部分

は1階床下に配置しています。

5 構造設計概要
本建物の耐震性能は、大地震時さらには地震後

においても施設機能を維持する（躯体、室内環境、

機能ともに無被害）ことを目標としています。具体

的なクライテリアを表1に示します。地震応答解析

に採用した入力地震動は、表2に示すように、観測

波3波、告示波3波に加え、関東地震を想定して作

成したサイト波1波の合計7波としています。

大スパン床に対しては、移動可能な間柱タイプ

のアクリル系粘性ダンパーを設置して減衰を付加

することで、居住性能及び地震時の上下動対策を

行っています。居住性能に対しては歩行実験を行

い、その効果を検証し、地震の上下動に対しては

建設地近傍の観測波を用いて応答解析を行い、そ

の効果を確認しています。応答を低減するだけで

なく、揺れの継続時間を短縮する効果があり、不

快感、不安感を軽減できるものとなっています。

6 訪問討議
概要説明、建物見学のあと、建築主、設計者を

交えて、討議をさせて頂きました。

Q：免震構造を採用した理由は？

A：本建物は本社であり、海外の工場への指令を出

23
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図2 断面図

図3 基準階伏図

図4 免震部材配置図

表1 設計クライテリア

表2 入力地震動



しています。大地震の際のこの機能保全を第一

の目的として免震構造を採用しました。

Q：免震のよさを実感されていますか？

A：千葉県北西部を震源とする直下型の地震（近傍

で震度Ⅳ程度）の際、社内の誰も気がつきませ

んでしたが、逆に震度Ⅲ以下の小さな地震の時

は、揺れていると感じます。社員には「揺れな

い建物」として定着しています。

7 おわりに
今回はものづくりの会社の本社ということで、

上記以外にも、屋上庭園、屋上に設置された1層の

追加が可能な柱型、食堂のレジシステム、オフィ

ス空間など様々な工夫を見せて頂きました。もの

づくりの精神を本建物の建設に活かされたと思わ

れます。

最後に、貴重な時間を割いてご案内いただき、

貴重なご意見をお聞かせくださった

マブチモーター 宮間様、小林様

日本設計 三町様

に厚くお礼申し上げます。

24 MENSHIN NO.53 2006.8
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写真5 屋上庭園

写真6 屋上に設置された1層の追加が可能な柱型

写真7 集合写真
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シリーズ「免震部材認定」ー 77
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29特別寄稿

1 はじめに
近年、我が国では東海・東南海地震のような巨

大地震の発生が懸念され、これに伴う長周期地震

動下での構造物の地震時挙動と耐震安全性に関す

る検討が精力的に行われている1）。この検討による

と、長周期構造物である免震建物では、免震層に

想定以上の水平変形を強いられる可能性が指摘さ

れている。免震建物の極限状態としては図1に示す

ような事象が想定されるが、巨大地震時の免震建

物の耐震安全性を検討するには、免震部材の大変

形時の力学的挙動を適切に表現できる力学モデル

が必要となる。

免震システムの主要な構成部材である積層ゴム

は、水平変形の増加に伴う鉛直剛性の低下、及び

高軸力下での水平剛性の低下という、水平・鉛直

特性が相互に影響を及ぼし合う特性を有しており、

免震建物の終局挙動を検討する場合には、このよ

うな特性を無視することはできない。Koh & Kelly

は、積層ゴムの水平・鉛直の相互作用の1つとして

位置づけられるP-Δ効果を表現するために、図2の

ように積層ゴムの基部に回転とせん断の2つのばね

を設け、積層ゴムの高さを剛体要素で表現した簡易

な力学モデル（Two-spring Model）を提案している2）。

Iizukaは、積層ゴムの大変形領域における非線形性

と、軸力による水平剛性の低下と鉛直沈み込みを

表現するために、Kohらのモデルに有限変位と非線

形構成則を導入した力学モデル（大変形マクロモデ

ル）を提案している3）。澤田らは上下端の変形を拘

束したゴムパッドの圧縮・曲げ剛性の評価式

（Gent & Lindley, 1959）に有効受圧面積の考えによる

修正を施し、さらにゴムのハードニングを考慮し

た補正係数を導入し、大変形まで適用できる水平

剛性の推定式を提案している4）。しかしながら、こ

れらの既往の研究は、線形性を仮定した動的解析、

あるいは静的加力試験のシミュレーション解析に

留まっており、大変形領域の特性を表現できる非

線形性を考慮したモデルを用いた免震建物の動的

解析はほとんど行われていない。

著者らは、長周期地震動下の免震建物の挙動の

ように、免震部材が大変形を強いられた場合の免

震建物の地震時挙動を把握する目的から、Kohらの

Two-spring Modelに対して、積層ゴムの大変形領域

における非線形履歴則を導入した解析システムを

開発中である。本稿では、動的解析を目的とする

力学モデルの構築と、それを用いて行った積層ゴ

ムの加力試験のシミュレーション解析について紹

介する。

北海道大学

菊地　優

「大変形領域の特性を考慮した
積層ゴムの力学モデル」
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図1 免震建物の極限事象

北海道大学

山本祥江

図2 Two-spring Model2）
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2 積層ゴムの力学モデル
本研究ではTwo-spring Modelを基本とし、積層ゴ

ムが建物内に設置された場合に想定される逆対称

の曲げモーメント分布と引き抜きによる非線形性

を考慮して、図3に示すような上下端の回転ばねと

中間部のせん断・軸ばねをリジッドリンクで結ぶ

力学モデルを考える。せん断、軸、回転の各ばね

は内部節点を介して直列に接続されている。

図3の力学モデルを構成するせん断ばね、軸ばね、

回転ばねの各剛性を、 とすると、モデ

ル全体としての水平剛性 と鉛直剛性 はそれぞ

れ、下式のように与えられる。詳細な定式化につ

いては、文献5）を参照されたい。

（1）,（2）式から、水平剛性 に対しては鉛直荷

重が作用することで剛性が低下すること、鉛直剛

性 に対しては水平変形が増大することで剛性が

低下することがわかる。P-Δ効果による付加曲げ

モーメントは、浅野・嶺脇の方法6）を参考に、上下

端の回転ばねにのみ作用させ回転角の増加を促し、

せん断変形には寄与させないものとする。

図3の力学モデルを構成する、せん断、軸、回転

の各ばねには大変形領域における材料非線形性を

付与させることから、数値計算では内部節点に生

じる不釣合い力の処理が必要となる。これについ

ては、内部節点は質量を有しないとの条件を用い

て、外部節点のみの変位・荷重に関わる縮合剛性

マトリックスを導くことによって対処する。

3 ばねに付与する非線形履歴則
図3の力学モデルを構成するせん断、軸、回転の

各ばねに付与する非線形履歴則には、積層ゴムの

種類に応じて既往の研究で蓄積された知見を活用

する。

積層ゴムの種別（天然ゴム系積層ゴム、鉛プラグ

入り積層ゴム、高減衰積層ゴムなど）が最も顕著に

現れるせん断特性に関しては、すでに多用されて

いる種々の復元力モデルが適用できる。ただし、

軸力の影響によるせん断特性の変化は、力学モデ

ルによって別途表現されるので、せん断ばねに用

いるべき履歴則は軸力による変化が少ない状態、

すなわち低軸力（理想的には軸力なし）下で得られ

たせん断特性を用いるべきである。

軸ばねに与えるべき履歴則に関する知見は、せ

ん断特性ほど多くはなく、積層ゴムの種別に応じ

た使い分けができるほどオーソライズされたもの

はない。一般的には、図4に示すような圧縮側と引

張側で非対称となる2ないし3つの折れ線で表現さ

れた履歴則が比較的扱いが容易であり、妥当であ

ろう。

回転ばねに与えるべき履歴則に関する知見は、

さらに少なく、現状では浅野・嶺脇の研究成果6）が

この種の課題に対して最も系統的に実験が実施さ

れているものである。浅野・嶺脇の研究では、あ

る曲げモーメントに達すると急激に回転角が増大

するという傾向を示すことが報告されている。浅

野・嶺脇は図5に示すゴムシート内の応力分布を直

線と仮定し、圧縮域のみが曲げモーメントの伝達

に有効であるとして、圧縮部分の断面2次モーメン
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図3 積層ゴムの力学モデル

図4 軸ばねの復元力特性
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トを有効断面2次モーメントであるとして曲げ剛性

を求めている。すなわち、中立軸がゴムシートの

断面外にあり全断面に渡って圧縮域である場合に

は弾性状態であり、曲げモーメントが増大して中

立軸が断面内に入ると徐々に有効断面が減少し曲

げ剛性が低下していく。

一方、飯塚はゴムの垂直応力‐ひずみ関係をバイ

リニアに仮定して一定軸力と曲げモーメントを同

時に作用させた場合の断面解析を行い、モーメン

ト‐回転角関係を双曲線で近似している9）。

4 シミュレーション解析
高減衰積層ゴムを対象にした、一方向水平加力

試験と正負繰り返し水平加力試験について、図3

の力学モデルを用いてシミュレーション解析を行

った。

一方向水平加力試験については、表1に示す形状

の高減衰積層ゴムを用い一定軸力下でせん断ひず

み400％までの水平加力を行っている7）。軸力は4水

準を設定し、面圧換算で4.9～24.5 N/mm2（50～250

kg/cm2）の範囲にある。力学モデルのせん断ばねに

適用する復元力モデルは、面圧が最も小さい4.9

N/mm2の試験結果をもとにKikuchiらの方法8）を用い

てモデル化を行った。回転ばねに適用する復元力

モデルは、飯塚によって提案された双曲線関数9）を

用いた。ただし、面圧に依存して弾性限および降

伏モーメントが異なるため、あらかじめ図6のよう

な関数を設定した。図7に試験結果と解析結果の比

較を示す。試験結果では面圧の大小によってハー

ドニングあるいは負勾配となる傾向を示している

が、解析結果においてもこれが良好に表現されて

いることがわかる。

特 別 寄 稿

図5 ゴムシートの応力分布

表1 一方向加力試験で用いた積層ゴム7）

図7 一方向加力試験の解析結果

図6 回転ばねに付与した復元力特性



繰り返し加力の解析を行うには、力学モデルを

構成するばねに任意の変位履歴に対応した履歴則

を用いる必要がある。せん断ばねにはKikuchiらの

モデル8）、軸ばねには図4のモデルが適用できるが、

回転ばねについては現在のところ繰り返し加力に

対応した履歴則は得られていない。そこで、本研

究では飯塚の双曲線モデルにMasing則を適用する

ことで、任意の変位履歴に対応させることを考え

た。すなわち、図6に示した曲線をスケルトンカ

ーブと位置づけ、これを とすると、除荷

点 からの履歴曲線は（3）式のように表現で

きる。

図8は、（3）式を用いて正負交番漸増回転角の下で

得られた曲げモーメント‐回転角関係の一例である。

表2に示す形状の高減衰積層ゴムの繰り返し加力

試験8）の解析結果を図9に示す。この積層ゴムは比

較的1次形状係数が小さい厚肉のものであり、一定

軸力の下でせん断ひずみ100％までの繰り返し加力

を行っている。軸力は面圧換算で0～15.3 N/mm2の

範囲である。軸力が大きくなるとともに剛性が低

下する傾向は一方向加力と同様であり、加えて繰

り返し加力では履歴ループの形状も大きく変化し

ていることがわかる。力学モデルのせん断ばねに

は、面圧0 N/mm2の試験結果をもとにKikuchiらの方

法8）を用いて作成した履歴則を与えた。また、回転

ばねについては、各軸力に応じた双曲線モデルを

作成して、図8に示すMasing則を適用した。試験結

果で見られた軸力に応じて変化する履歴ループ形

状は、解析結果においても良好に再現されている。

このことは、本モデルが繰り返し加力にも適用で

きることを示しており、力学モデルを構成するせ

ん断、軸、回転の各ばねに任意の変位履歴に対応

できる履歴則を付与することで、地震応答解析に

も適用できることになる。

(m
i
, θ

i
)

m = f(θ)
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図8 回転ばねに与える履歴則

図9 繰り返し加力試験の解析結果

表2 繰り返し加力試験で用いた積層ゴム8）

特 別 寄 稿



5 変動軸力に対応した力学モデル
図7と図9に示したように一定軸力下での積層ゴ

ム加力試験のシミュレーション解析により、図3の

力学モデルを用いて、各ばねに適切な復元力特性

を与えることで、ハードニングや座屈などの現象

を追跡できることが明らかとなった。著者らの既

往の研究5）によれば、せん断力－せん断変形関係が

負勾配となる場合には、上下端の回転ばねの復元

力特性の設定が非常に重要となる。本稿で紹介し

た積層ゴム加力試験は、いずれも軸力を一定にし

た状態での水平加力であり、この場合には軸力に

応じてあらかじめ回転ばねの復元力特性を設定す

ることが可能であった。しかし、地震応答解析で

は刻々と変化する軸力に応じて、回転ばねの特性

も変化する。

著者らは、以上のような問題点を踏まえ、変動

軸力下での曲げ特性の変化に対処するために、図

10に示す力学モデルを新たに構築した。上下端部

の軸ばねの軸剛性を 、中心からの距離を とす

ると、回転ばねの剛性 は

と評価できる。軸ばねには例えば、図4に示した復

元力特性を適用すればよく、軸力に応じた曲げ特

性を別途設定する必要はない。これは、飯塚が行

った積層ゴムの曲げ－軸力の断面解析9）を力学モデ

ルの中に取り込んだものであると言える。この状

況は、RC柱部材の変動軸力下での曲げ特性の変化

を考慮したMSモデル10）と同様である。なお、紙面

の都合により、図10の力学モデルの構築と、これ

を用いたシミュレーション解析結果については、

機会を改めて紹介したい。

6 まとめ
本稿では、巨大地震の発生に伴う長周期地震動

に対して免震建物の地震時安全性の検証を行う目

的から、大変形領域での積層ゴムの挙動を追跡で

きる力学モデルの構築について述べた。大変形を

強いられる積層ゴムに対しては、せん断特性のみ

ならず、軸力との相互作用、曲げの非線形性を考

慮する必要があり、これらを表現できる適切な力

学モデルが免震建物の地震時安全性の検証には不

可欠となる。
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震問題，AIJ大会研究協議会資料，2005.9.

2）C. G. Koh and J. M. Kelly, ‘A Simple Mechanical Model for

Elastmeric Bearings Used in Base Isolation’, Int. J. Mech. Sci.,

Vol. 30, 933-943, 1988.

3） M. Iizuka, ‘A Macroscopic Model for Predicting Large-

deformation Behaviors of Laminated Rubber Bearing’,

Engineering Structure 22, 323-334, 2000.

4）澤田毅，下田郁夫，川口澄夫，加治木茂明：免震用積層ゴムの

水平変形能力に関する考察（積層ゴムの大変形領域での水平剛

性について），AIJ大会，509-510，1997.9.

5）山本祥江，菊地優，越川武晃，上田正生：積層ゴムの大変形領

域の特性を考慮した免震建物の地震時挙動，構造工学論文集，

Vol.52B，221-229，2006. 3.

6）浅野三男，嶺脇重雄：取り付け部の柔性を考慮した免震用積層

ゴムの水平剛性評価，日本建築学会技術報告集，第8号，57-62，

1999.

7）ブリヂストン：高減衰積層ゴム（高面圧，高減衰タイプ）技術

資料，1998.

8）M. Kikuchi and I. D. Aiken, ‘An Analytical Hysteresis Model for

Elastomeric Seismic Isolation Bearings’, EESD, Vol. 26, 215-

231, 1997.

9）日本建築学会：免震構造設計指針第2版，545-563，1993.

10）S. S. Lai and G. T. Will, ‘R/C Space Frames with Column Axial

Force and Biaxial Bending Moment Interactions’, J. Struc. Eng.,

Vol. 112, No. 7, 1553-1572, 1986.

K
R

l
i

k
i

33特別寄稿

図10 多軸ばねモデル
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運営委員会企画賞委員会社会ニーズ醸成WG

2005年度免震建築物データ
集積結果

特 別 寄 稿

経緯
会員各位のご協力によりまして昨年度のデータ集積ができました。本年度は下記の4つの結果のグラ
フとなっています。なお制振に関するデータは集積が十分でなく割愛しました。結果は2004年12月ま
でのデータで、戸建て住宅は含まれていません。

① 免震建築物推移 棟数

② 免震建築物推移－集合住宅棟数

③ 免震建築物推移－病院棟数 ④ 免震建築物の用途比率



35理事会議事録

日　時 平成18年05月18日（木曜日）15:00～17:00
場　所 日本免震構造協会　会議室

（東京都渋谷区神宮前2-3-18 JIA館2階）
出席者 理事9名、委任状12名、監事2名

（理事出席者名簿は、省略）
議　案 1）平成17年度収支報告・事業報告（案）に

ついて
2）平成18年度収支予算・事業計画（案）に
ついて

3）役員の選任及び評議員の選出の件（案）
について

4）その他

1. 出席者報告
理事の総数25名、定足数13名のところ、出席

者21名（内議決権委任者12名を含む。）で、定款

第35条の規定により本理事会は成立した。また、

監事2名が出席した。

2. 開会　15時00分
山口会長が病気欠席のため、深澤副会長が議長

に選出され、定款第34条の規定により開会した。

3. 議事録署名人
岸園 司理事及び細澤 治理事の両氏が選任さ

れた。

4. 報告事項
議長の指示により、事務局から資料に沿って
説明した後、質疑があった。

1）4月通信理事会審議結果（資料①）
第2種正会員1名（船木尚己　東北工業大学）
及び賛助会員1社（丸磯建設㈱）の入会が理事
25名中、諾20名、未返信5名で承認された。

2）会員動向（資料②）
前回理事会時に比べ、第1種正会員は同数で
あり、第2種正会員は5名減の174名、賛助会
員は1社減の63社である旨報告した。

3）平成17年度理事会出欠リスト（資料③）
25名の理事のうち、17年度中理事会の出欠状
況の報告があった。

4）平成17年度性能評価業務の報告（資料④）
平成17年度の性能評価申請件数は、目標は材
料性能評価4件、構造性能評価8件であったが、
実績は、それぞれ、4件ずつであった。特に、

構造性能評価の件数が少なく、関係各社への
働きかけを行ってきたが、皆様の一層のご支
援をお願いしたい。
なお、事業収支は、収入556万円、支出約944万
円で、収支差額は、約388万円の赤字であった。

5）監事監査
5月12日に監事監査を受け、特段の指摘はな
く終了した。

6）行事予定（資料⑤）
事務局が資料⑤により、9月末までの主要な
行事予定を説明した。

7）その他
（1）住宅品質確保促進法に基づく性能規定の

告示案に関するパブリックコメントが近
日中に出る予定。前回の理事会の報告に
もあったとおり、国土交通省では性能評
価表示の告示を出すに当たり、委員会を
設けて審議してきたが、1月に最終回が
あった。結論として、「検討期間が短く、
等級を付けるのは無理なので、免震構造
の建物である」旨表示をすることで、今
回は終結した。

これらの説明に対し、次のような要旨の意見
があった。
・パブリックコメントが出たら、当協会で作
成した方法で性能表示を行うべきである等
の意見を出すべきである。

（2）耐火被覆装置について
天然ゴム系と高減衰ゴム系のアイソレータに対
する耐火被覆の審議が終わり、現在、すべり・
転がり系に対する耐火被覆を審議している。

5．審議事項
1）平成17年度事業報告・収支報告（案）について
事務局が資料⑥により、平成17年度の事業と
収支を説明した。
はじめに、平成17年度の事業概況について、
委員会毎の活動を概括して説明した。
次に、収入の部、支出の部とも予算と決算の
比率が高い科目について、注書を用いて説明
した。17年度の予算作成時には、年度内収支
が500万円程赤字となる計画であったが、一
般事業収入が1,500万円弱予算より多かったこ
とと、一般事業支出が収入増に比べ増大しな
かったこと等により、結果として、繰越額が
増額した。

平成17年度理事会議事録
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普及推進費について、360万円の予算に対し、
決算額が約50万円であった。
普及推進費の執行が進まなかったのは、技術
基準の英訳が遅れたことや、イベントが平成
18年度にずれ込んだこと等による。
これらの説明に対し、次のような質疑があ
った。
・活動報告の冒頭に、性能評価業務が目標に
達しなかったことを書くべきである。

2）平成18年度事業計画・収支予算（案）について
事務局が資料⑦により事業計画、収支予算の
順に説明した。
NEDOから600万円ほどの、調査研究を予定さ
れている。
運営委員会からは、DVDの英語版を作る要請
があった。
国際交流は、先ず、英訳を進めるほか、国際
的なイベントをするため、特定預金として、
協会創立「15周年記念事業積立預金」に、
300万円を積み立てることとする。
技術者認定事業の安定的な運営が確保してい
くため、技術者運営積立預金に、新たに700
万円を積立て、次年度への繰越額を3,000万円
にする計画である。
また、いろいろなところで環境が問題化して
いるので、免震建築物に関する環境考慮の検
討をしていく他、途上国の建築物に関し、技
術の提供ができればと考えている。
免震建築物の普及推進では、専門技術者向け
の講習会等（専科講習会）の実施予定。
「他団体等との免震構造普及推進のための講
演・講習会等の共催」としてビッグサイトで
イベントを行うことを考えている。
これらの説明に対し、次のような要旨の質疑
応答があった。
・普及委員会が手分けしてやっている本「考
え方、進め方免震建築」や「時刻歴応答解
析・・・」等の翻訳について、平成18年度
は大丈夫か。
・平成17年度のようなことにならないよう事
業の推進に努めたい。平成18年度末を目指
している。

3）役員の選任及び評議員の選出の件（案）につ
いて
事務局が資料⑧により次のよう要旨の説明を
した。

（1）今期は、全役員について、2年の任期が
満了であるが、2年前に性能評価事業を
実施するために、全面的に役員構成が変
更され、また、昨年も一部改選があった
ので、今期は殆んどの役員が再任となり、
新任候補者は5名となる。

（2）評議員についても、殆んどの評議員が再
任となるが、新任候補者は、6名となる。

これらの説明に対し、次のような要旨の意見
があった。
・戸建て免震建物を本格的にやっている会員
は、一部である。将来のことを考えると木
造の免震関係の方の役員について、次の機
に検討願いたい。

4）その他
①住宅品質確保法に関連し、次のような要旨
の意見があった。
・免震建築が良いものを作ったとしても評
価されないのはおかしい。良い免震を作
ったらそれなりの評価をしないと良い免
震建物ができない。
・住宅産業界に反対意見が強いようである。
パブリックコメントに当協会からも意見
を出すので、会員各社からも、意見を出
して欲しい。

②山口会長退任の意向
山口会長が会長職を辞任したいとのご意向
を示された。

議長が他にその他の意見の有無を確認し、17時
00分に理事会の閉会を宣し終了した。

配布資料
資料① 4月通信理事会審議結果
資料②平成18年度（2006年度）会員動向
資料③平成17年度理事会出欠リスト
資料④平成17年度性能評価業務の事業報告
資料⑤平成18年（2006年）行事予定表
資料⑥平成17年度事業報告・収支計算書
資料⑦平成18年事業計画・収支予算書（案）
資料⑧役員の選任及び評議員の選出の件

平成18年5月18日

議長（副会長） 深澤　義和
議事録署名人 岸園　　司
議事録署名人 細澤　　治
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日　　時 平成18年6月8日（木曜日）

16：00～16：50

開催場所 東京都港区元赤坂2-2-23

明治記念館 2階　鳳凰の間

正会員総数 280名
出席正会員数 221名（出席者60名、表決委任者161名）
議　　案 第1号議案　平成17年度事業報告及

び収支決算承認の件
第2号議案　平成18年度事業計画及

び収支予算承認の件
第3号議案　役員の選任及び評議員

の選出の件
その他

1．議事の経過及び結果

（1）開会

定刻に至り、開会の辞に引き続き社団法人日

本免震構造協会会長の挨拶が行われた。

（2）定足数報告

事務局から本日の通常総会は、定足数を満た

しているので、有効に成立している旨報告が

あった。

（3）議長選出及び議事録署名人選出

事務局から議長希望者の有無を確認したが、

申し出がなかったので、議事進行のため、恒

例により議長候補に山口昭一会長を提案し、

全員賛成により議長に選任された。

次に、議長から議事録署名人候補の有無を事

務局に確認し、事務局から西　敏夫氏（第2種

正会員）、比志島康久氏（第1種正会員）の2名

を候補に提案し、全員異議なく承認され、両

人とも承諾した。

（4）議案審議

第1号議案「平成17年度事業報告及び収支決

算承認の件」

提案の「平成17年度事業報告及び収支決算承

認の件」について議長から事務局に説明を求

め、専務理事から事業報告書及び収支報告書

に基づき、詳細な報告及び監事監査報告があ

った後、審議に入ったが異論なく、議長が賛

否を諮り、第1号議案は、全会一致で可決承

認された。

第2号議案「平成18年度事業計画及び収支予算承

認の件」
提案の「平成18年度事業計画及び収支予算承
認の件」について議長から事務局に説明を求
め、専務理事から事業計画書及び収支予算書
に基づき詳細な説明の後、審議に入ったが異
論なく、議長が賛否を諮り、第2号議案は、
全会一致で可決承認された。

第3号議案「役員の選任及び評議員の選出の件」
議長は定款附則（平成15年6月11日一部変更 性
能評価事業等の追加その他必要な整備を行う
もの）第2条第2項の規定により、現存する役
員（理事、監事）全員が本総会日をもって任期
が満了するので後任者を選任する必要がある
旨を述べ、その選任について諮ったところ、
満場異議なく別紙役員名簿記載のとおりの者
が選任された。なお、被選任者は、いずれも
その就任を承諾した。

次に定款附則第3条第2項の規定により、評議

員選出についても、役員選任の趣旨と同様で

ある旨を述べ、その選出について諮ったとこ

ろ、満場異議なく別紙評議員名簿記載のとお

りの者が選出された。なお、被選出者は、い

ずれもその就任を承諾した。

その他

山口議長からその他審議事項の有無の確認があ

ったが、新たな審議事項はなかった。

2．閉会
以上をもって予定していた通常総会の全ての議

案が終了したので、16時50分に山口議長が閉会を

宣し解散した。

以上、審議及び結果について、この議事録が正

確公正であることの証として議長及び議事録署名

人2名が下記に署名捺印する。

平成18年6月8日

議長（理事） 山口　昭一
議事録署名人 西　　敏夫
議事録署名人 比志島 康久

平成18年度通常総会議事録
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日　時 平成18年6月8日（木曜日）16：40～16：45

場　所 明治記念館1階「千歳」

（東京都港区元赤坂2-2-23）

出席者 理事総数25名、出席理事数23名（委任状6

名を含む。）、監事3名

（出席者名簿、省略）

議　案 1）役員互選に関する件

2）その他

1．出席者数報告
事務局から本日の臨時理事会は、理事総数25名

のうち、出席理事数23名（委任状6名を含む。）で、

定足数を満たしており有効に成立している旨報告

があった。

2．開会
山口会長が定款第34条の規定により議長として

16時50分に開会した。

3．会長挨拶
先程総会において、理事及び監事の選任があり

ました。この理事会では、理事による会長、副会

長及び専務理事の互選に関する件についてご審議

をお願いいたします。

4．議事録署名人
梅野　岳理事及び沢田研自理事の両氏が選出

された。

5．審議事項

1）役員互選に関する件
山口議長の指示により事務局から別紙案のと

おり選任されたい旨説明し、議長から意見を

求めたが異議はなく、賛否を諮ったところ全

会一致で承認された。別紙の主要部分は次の

とおりである。

会　　長 西川孝夫理事（新任）

副 会 長 五十殿侑弘理事（再任）、岸園　司

理事（再任）、深澤義和理事（再任）

専務理事 可児長英理事（再任）

2）その他
山口議長からその他の議案の有無について確

認したところ、その他議案はなかった。

6．閉会
予定の審議事項が終了したので、16時45分に山

口議長が閉会した。

平成18年6月8日

議　長（会長） 山口　昭一
議事録署名人 梅野　　岳
議事録署名人 沢田　研自

平成18年度臨時理事会議事録



39役員・評議員名簿

会 　 長

副 会 長

副 会 長

副 会 長

専務理事

理 事

理 事

理 事

理 事

理 事

理 事

理 事

理 事

理 事

理 事

理 事

理 事

理 事

理 事

理 事

理 事

理 事

理 事

理 事

理 事

監 事

監 事

監 事

西川　孝夫

五十殿侑弘   

岸園　  司

深澤　義和

可児  長英

梅野　　岳

小谷　俊介

笠井　和彦

鬼頭　　城

木村　　功

黒澤　定弘

黒田　英二

駒井　幸夫

沢田　研自

�山　峯夫

寺本　隆幸

長橋　純男

西谷　　章

西　　敏夫

深尾　康三

細澤　　治

村上　雅也

山口　昭一

芳村　　学

和田    章

大八木邦彦

小堀　　徹

曽田五月也 

名誉教授

専務執行役員

最高顧問

代表取締役  専務執行役員　

構造設計部 統括部長

教授

教授

専務取締役

建築・鋼構造事業部  建築鉄構ユニット長

建築本部 本部長補佐

化工品カンパニー執行社長

建築事業本部  ソリューション技術部長

教授

教授

教授

教授

教授

役員補佐

設計本部  構造設計統括グループリーダー

教授

代表取締役会長

教授

教授

取締役

執行役員  構造設計部門代表

教授

東京都立大学

鹿島建設㈱

オイレス工業㈱ 

㈱三菱地所設計

協会事務局

㈱久米設計

千葉大学

東京工業大学

㈱鴻池組

新日本製鐵㈱

協会事務局

三井住友建設㈱ 

東洋ゴム工業㈱ 

㈱熊谷組

福岡大学

東京理科大学

千葉工業大学

早稲田大学

東京工業大学

㈱竹中工務店

大成建設㈱

早稲田大学

㈱東京建築研究所

首都大学東京

東京工業大学

昭和電線
デバイステクノロジー㈱

㈱日建設計

早稲田大学

平成18年度　役員名簿（28名）

役員・評議員名簿
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安達　俊夫

石川　孝重

伊藤　　優

大熊　武司

表　佑太郎

壁谷澤寿海

北村　春幸

瀬尾　和大

辻　　英一

中澤　昭伸

中埜　良昭

仁科雄太郎

西村　　功

比志島康久

緑川　光正

村井　義則

八ッ繁公一

山崎　　裕

芳澤　利和

渡邊　朋之

教授

教授

執行役員  構造設計群長

教授

常務執行役員  技術研究所長

教授

教授

教授

常任顧問

専務取締役   本部長

教授

技術本部  構造設計部長

助教授

常務取締役  技術本部長　

教授

理事  設計本部  首席

技術研究所長

教授

免震開発部長

技術研究所  技術開発建築グループ  部長

日本大学

日本女子大学

㈱日本設計

神奈川大学

㈱大林組

東京大学地震研究所

東京理科大学

東京工業大学

㈱安井建築設計事務所

㈱織本匠構造設計研究所

東京大学 生産技術研究所

東急建設㈱ 

武蔵工業大学

川口金属工業㈱　

北海道大学

清水建設㈱

安藤建設㈱

横浜国立大学

㈱ブリヂストン

前田建設工業㈱

平成18年度　評議員名簿（20名）

役員・評議員名簿



41第7回日本免震構造協会賞

第7回日本免震構造協会賞

第7回 日本免震構造協会賞－2006－

第7回日本免震構造協会賞は、右に記す諸氏及び

作品を表彰することに決定した。

表彰制度の目的
免震構造の技術の進歩及び適正な普及発展に貢

献した者並びに建築物を表彰することにより、免

震技術の確実な発展と安全で良質な建築物等の整

備に貢献していくことが本協会の表彰制度の目的

である。

表彰の対象
功労賞は、多年にわたり免震構造の適正な普及発

展に功績が顕著な者に、技術賞は、免震建築物の設

計、施工及びこれらに係る装置などについて研究開

発により優れた成績をあげた者にそれぞれ贈る。作

品賞は、免震構造の特質を反映した、優れた建築物

とする。

表　　彰
2006年6月8日

（社）日本免震構造協会通常総会後

（社）日本免震構造協会表彰委員会委員

五十殿侑弘（委員長） 小幡　学 神田　順

北村春幸 仙田　満 平島　寛 村井義則

六鹿正治

審査経過
本年度の日本免震構造協会賞のうち、功労賞に
ついては、平成12年6月以来、当協会発展のため
に多大な貢献をされ、本年6月退任の山口会長を満
場一致で選出した。
技術賞及び作品賞の応募状況は合わせて13件で
あった。技術賞は貯留水槽内に免震建物を設置し
た、いわゆるパーシャルフロートの免震構造の開
発など2件の応募があった。
当初免震構造の適用は病院や住宅に集中してい
たが、昨今の地震に対する安全・安心への一層の
高まりを背景に、建物用途を問わず、あらゆるジ
ャンルの建物に広がりを見せ始めている。
今回応募の作品賞も、病院・住宅はもとより、
学校・ホテル・報道機関本社ビル、城郭、商業+住
宅の複合ビルと、実に多岐にわたっている。
この様に多種多彩な建物を公平に審査するため

に、評価軸を明確にする必要がある。すなわち意
匠性及び使用性、構造設計・設備設計の合理性、
免震技術の創造性・優秀性、施工とメンテナンス、
工学的・社会的インパクトなどである。
本年1月中旬開催の第一回表彰委員会では、各
自の事前の検討を踏まえた上での活発な議論がな
され、第一次書類選考として、技術賞2件、作品
賞6件を最終候補として満場一致で可決した。
技術賞については各候補者からヒアリングを行
い、水槽内の浮力の効果を部分的に活用した、新
しい発想の構造システムを未来への挑戦という意
味で技術賞（特別賞）として選定した。
作品賞については2月、3月に計4回にわたって、
6件の候補作品について現地審査を行い、3月末開
催の最終選考委員会において、3件が満場一致で
採択された。いずれの作品も建築・構造・設備の
整合性に優れ、免震建物としての優位性が十分に
発揮された質の高いものである。
さらに地震多発地域の崖地に建つ病院建設に当
たっての基本理念が、コスト、工期、施工上の多
大なハンディキャップに優先して、安全・安心が
第一に設定された点を評価し、作品賞（特別賞）
として選定した。 （五十殿　侑弘）

選　考　結　果
第7回日本免震構造協会賞受賞は下記の6件である。
Ⅰ　功労賞

株式会社東京建築研究所　山口昭一
Ⅱ　技術賞
1）＜特別賞＞パーシャルフロート免震構造の開発

清水建設株式会社 大山　巧、猿田正明、
田 雅晴、堀　富博、土屋宏明

Ⅲ　作品賞
1）慶應義塾大学（三田）南館

慶應義塾大学 吉田和夫
大成建設株式会社 芝山哲也、篠崎洋三、長島一郎
株式会社日立製作所 讃井洋一

2）信濃毎日新聞社本社ビル
信濃毎日新聞株式会社 小坂健介
株式会社日建設計 常木康弘、長瀬　悟、中西規夫
鹿島建設株式会社 金丸康男

3）ホテル エミオン 東京ベイ
スターツCAM株式会社　佐口竜也
株式会社日本設計 小林利和、浅野一行
前田建設工業株式会社 川述正和

4）＜特別賞＞国際医療福祉大学附属熱海病院
株式会社医療福祉建築機構　佐々木邦彦
株式会社大林組 橋本康則、奥田　覚、甲賀一也

田畑博章　　　　　（敬称略）
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第7回 日本免震構造協会賞受賞の方々

株式会社東京建築研究所　山口　昭一 信濃毎日新聞社本社ビル
信濃毎日新聞株式会社　株式会社日建設計

鹿島建設株式会社

〈特別賞〉パーシャルフロート免震構造の開発
清水建設株式会社

ホテルエミオン東京ベイ
スターツCAM株式会社　株式会社日本設計

前田建設工業株式会社

慶應義塾大学（三田）南館
慶應義塾大学　大成建設株式会社

株式会社日立製作所

〈特別賞〉国際医療福祉大学附属熱海病院
株式会社医療福祉建築機構

株式会社大林組

■功労賞

■技術賞

■作品賞

■作品賞

■作品賞

■作品賞
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山口昭一氏は長年にわたり免震構造の健全な普及・推進
に尽力され、また、日本免震構造協会の活動と発展に貢献
されました。その功績は極めて顕著であり、ここに、功労
賞を贈ることになりました。

主な経歴
1981年に我が国で初めての免震構造の設計を手がけ

日本建築学会免震構造小委員会を経て、その後免震構造
協会設立の活動を開始。
1992年（平成04）に（仮称）免震協会設立の提案

書の作成と協会設立準備会を開催するとともに、事務局
を氏の主宰する東京建築研究所に設置され、1993年
（平成05）6月17日、日本免震構造協会設立総会にいた
り、 初代副会長に就任されました。そして、1997年
（平成09）に法人化の申請を行いましたが、1999年
（平成11）4月1日に法人設立許可となり、その後2000
年（平成12）6月から、第三代会長となられました。

主な功績
氏が免震構造の設計に携わり関与された建物は
これまでに60棟にも及びます。
写真1が氏が設計された建物で日本の免震建物第
2号の沢田美喜国際福祉事業記念キリシタン資料
館、写真2は免震構造病院の魁けとなった稲城市立
病院、写真3は8棟全てが免震構造のユニハイム山
崎のマンションであります。建設後地震に遭遇し、
兵庫県南部地震時に大いに免震効果を発揮した神
戸市の西日本貯金センターを始め、その後の地震
でそれぞれ、仙台市の大木青葉ビル、広島の広島
農協ビル、青森市のヤマウ鳥谷部ビル、新潟市の
エクセリア駅南等がいずれも免震効果を発揮して
います。
協会の創設期には事務局長も兼任され、健全な免
震普及のため全国的な臨時講習会「免震構造入門」
を東京、札幌、仙台、大阪、名古屋、福岡で開催し、
併せて常設講習会「免震構造設計の実際」を事務局
で継続的に実施しました。氏の免震構造の設計概念
はこれらの講習会で示されこれから免震構造の設計
を始めようとする技術者の糧となりました。氏は
「会誌」発行と「免震フォーラム」開催を提案され今

日に至っています。
協会の設計基準や建築基準法の改正にも力を注
がれ特に2000年の「免震建築物と免震部材に関
する建設省告示」の発行や、技術者の資格制度に
も尽力され「免震部建築施工管理技術者」や「免
震建物点検技術者」の養成がなされました。
また、強い地震を受けた米国の免震構造視察の
企画をされ、渡米し「米国に於ける免震建物の現
況構造調査報告」を発行し、その後の海外調査の
先鞭をつけられました。
創立10周年を記念して、「記念フォーラム」・

「国際アイデアコンペ」・「国際シンポジウム」など
多岐にわたる事業に関与されこれらを強力に推進さ
れました。

免震構造の普及推進に尽力功労賞
株式会社東京建築研究所：山口昭一

写真2稲城市立病院

写真3ユニハイム山崎

写真1沢田美喜国際福祉事業記念
キリシタン資料館
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概要
本技術は、巨大な貯水槽の中で建物が水に浮かぶように、水

の浮力と建物の下に設置した積層ゴムとで建物を支える、新し

い免震構造システムです。

水は、浮力を生み出し、地震による水平振動を建物にほとん

ど伝えない理想的な絶縁体です。しかし、建物を完全に水に浮

かせてしまうと、強風による揺れなどで居住性が悪化する可能

性があります。そこで、あくまでも建物を地盤に定着させた上

で、浮力の効果を部分的（パーシャル）に活用します。浮体構

造の持つ免震上の利点を活かすとともに、その弱点を克服でき

る構造を実現しました。

選評
免震構造の長周期化は、技術的に重要なテーマ
の１つである。水の浮力を使った免震というアイ
デアは、そのような観点から考えやすい物である
が、実現のためにはさまざまな問題を解決する必
要がある。
本建物では、約半分の重量を浮力にもたせるこ
とで相対的に小型の積層ゴム支承による長周期化
免震構造が実現されている。具体的な課題のうち、
透水体を新たに開発し、建物の揺れにより発生す
る波を消波することで減衰性能をもたせることに
成功している。
水中における積層ゴムの耐久性や水質の管理、
実験および解析によるパーシャルフロート免震効
果の検証など、丁寧に問題点を解決しつつ開発に
結びつけた技術的功績は大きいと判断される。
しかしながら、貯留水の防災機能や環境保全機能
などの副次的な効果については、これらのことがパ
ーシャルフロート免震の一般的な採用根拠になりう
るかと言う点では、汎用性ある技術に達するために
は、さらに技術開発の求められる要素もある。
さまざまな規模や用途に対しての実証が今後期
待されるところであるが、有効なアイデアをいち
早く実現させた功績に対して、技術賞（特別賞）
を贈り高く評価する。 （神田　順）

システム及び特記事項
本構造は、建物荷重の半分程度を浮力によって支持し、

残りの荷重を積層ゴム等の免震部材により支える構造で
す。これにより、積層ゴムの小型化が図られ、免震構造
としての固有周期を長周期化できます。ここでは、従来
の積層ゴムをフランジ部を含めて、ライニングゴムで覆
って、水中での使用を可能にしています。
高い免震機能を維持する上で、固有周期の長周期化と

共に重要なことは、有効な減衰機構を設けることです。
固有周期の長周期化は、応答加速度の低減効果は大きい
ですが、減衰が小さいと応答変位が大きくなります。ま
た、長周期成分を含む風荷重が作用する場合の居住性の
悪化も問題となります。本システムでは、水の運動を利
用した新しい減衰機構（透水体）を貯水槽内に導入して
います。地震時には、建物の揺れが貯水槽内の貯留水に
伝わって波が発生します。この波のエネルギーを貯水槽
の側壁面に設置した透水体によって、吸収・消波するこ
とで、建物の揺れのエネルギーそのものを減衰すること
ができます。
さらに、大地震後の断水時には貯留水を非常用水源と

して消防用水や中水として利用できるなど、複合的な防
災機能を有しているため、医療施設など大地震後でも機
能の維持が求められる重要施設への適用性が高いと考え
られます。

パーシャルフロート免震構造の開発技術賞
（特別賞）

清水建設株式会社：大山　巧　猿田正明、田 雅晴
堀　富博、土屋宏明

清水建設技術研究所新風洞実験棟

堀割の断面パース

非常時の貯留水の利用
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建築概要
建 設 地 ：東京都港区三田2-15-45

建 築 主 ：学校法人慶應義塾

設　　計 ：大成建設株式会社一級建築士事務所

施　　工 ：大成建設株式会社東京支店

竣　　工 ：2005年3月

建築面積 ：2,125.38㎡　延床面積：18,174.26㎡

階　　数 ：地上11階、地下5階、高さ：48.3ｍ

構造種別 ：鉄筋コンクリート造（一部プレストレスト梁）

選評

慶応義塾大学三田キャンパス南館は都心部三田

の丘に立地している。

本建物は法科大学院をメインとする建物で、全

体のキャンパスの既存建物との環境的な調和を図

りながら、全体として気持ちの良い教育研究のた

めの建築空間が形成されている。

セミアクティブで免震構造を採用しているが、

敷地が傾斜地であり、上下2つの接地面をもって、

中間レベルに設けており、全体としてバランスの

良い構造形態としている。

高層基準階はH型の壁柱コアにより、開放的な教

育・研究空間の形成に成功している。

本建物は谷口吉郎教授とイサムノグチによる萬

来舎のあったところに建てられたが、低層階屋上

に再現され、その空間が継承されている。また屋

上の広場のデザインは秀逸である。

立地における建築計画、環境デザイン的解決も

すぐれており、全体に明るい雰囲気に満ちた新し

いキャンパスを出現しており、免震構造協会作品

賞として評価できる。 （仙田　満）

免震化した経緯及び企画設計等
本建物は地上11階の高層部、2階の低層部および両者

を繋ぐアトリウムから構成されている。免震構造の採用
によりねじれ振動を抑えることによって、振動性状のこ
となる高層部と低層部を一体としアトリウムを構成する
ガラスファサードにEXP.Jを設けない計画を可能とした。

技術の創意工夫、新規性及び強調すべき内容等
高層部は中央コア部のＨ型連層耐震壁（壁厚400～

700mm）に耐震要素を集約することにより、教員個室
階を梁無しのプレストレスト・ＰＣaリブスラブ（リブ
せい450mm、スパン約9m）と壁柱（壁厚250mm）
で構成し、階高3.3mにおいて柱型の無い快適な執務空
間（2.55m×6.0m）を実現している。
免震システムはコンピュータ制御を取り入れたセミア

クティブ免震を採用し、パッシブとした場合に比べて2
割以上の加速度低減効果を得ている。コンピュータ制御
の導入にあたっては、コンピュータの故障や停電などの
異常状態を検知できるシステムを構築し、異常時にはコ
ンピュータを自動的に非制御状態とすることによって耐
震安全性を確保する計画としている。

慶應義塾大学（三田）南館作品賞
慶應義塾大学：吉田和夫

大成建設株式会社：芝山哲也、篠崎洋三、長島一郎
株式会社日立製作所：讃井洋一

建物外観（撮影：大成建設）

エキスパンションの無い
アトリウム空間（撮影：大成建設）

高層部Ｈ型連層耐震壁と外周壁柱
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建築概要
建 設 地 ：長野県長野市南県町657
建 築 主 ：信濃毎日新聞株式会社
設　　計 ：株式会社　日建設計
施　　工 ：鹿島・北野・信越アステック建設共同企業体
竣　　工 ：2005年4月
建築面積 ：1,593㎡　延床面積：16,453㎡
階　　数 ：地上12階、高さ：64.05m
構造種別 ：鉄骨造（CFT構造柱）

選評
最近、災害時の事業継続計画（Business
Continuity Plan）の策定が企業の経営課題の一つ
に浮上している。本建物の建設に際し、災害時に
新聞づくりを継続できる建物が要望されたのもも
っともなことである。また、発注者が要求した広
い執務空間を有する新社屋ゾーンが、新社屋竣工
後に解体予定の旧社屋と干渉したため、その中高
層階を低層階にオーバーハングさせる構造とする
必要があった。こうした諸条件に対する最適解と
して、「スーパーフレーム架構と免震構造」が採用
された。建物全体にスーパーフレームの大架構の
組合せを構成し、本柱から7mの張り出し部は最上
階のトラス梁を介して吊り柱で支持している。こ
の架構によって建物の全荷重をコア部に集約し、
そこで免震を効かせる構造として災害時の安全性
と機能維持を確保した。東西25.6mスパンは、フ
レキシビリティの高い1,500㎡無柱空間を創出し、
開放的な執務環境を実現している。
以上のように、本建物は免震効果を明快かつ合理
的に発揮させつつ、発注者の要求に的確に応えた好
例として評価された。最後に一言。現地審査の際に
発注担当者からあった、工事と同時に実施した周辺
の自然環境整備等の説明は、地域への貢献に対する
発注者の強い意欲をうかがわせた。 （平島　寛）

免震化した経緯及び企画設計等
本建物は、長野県に立脚した情報発信拠点となる信濃

毎日新聞社の本社ビルである。計画に際しての発注者か
らの計画条件、要望は、「新聞社の本社ビルとして、災
害時の建物機能維持」、「敷地内の既存旧社屋の機能を生
かした新社屋の建設」、「広くて使いやすい豊かなオフィ
ス空間の実現」であった。
これらの条件・要望に対して、「スーパーフレームと

吊り柱を併用した免震構造」を提案することにより、大
地震時の建物安全性の確保はもとより、中～高層階を低
層階に対しオーバーハングさせることで旧社屋を使用し
ながら新社屋の建設を可能とし、かつ基準階で約1,500
㎡の無柱の事務室空間を実現している。

技術の創意工夫、新規性及び強調すべき内容等
本建物の構造架構には2つの大きな特徴がある。東西

コア部（25.6mスパン）に集約した組柱を最上階で1層
分のトラス梁で結び、建物全体として大組のスーパーフ
レーム架構を形成していることと、本柱から約7mのは
ね出し部を、薄い板状断面の吊り柱により各階の荷重を
吊上げて最上階のトラス梁を介しス―パーフレーム架構
に集約していることである。この架構計画によって建物
の鉛直および水平方向の全荷重をコア部直下の免震部材
に集め、太径の最小限の基数のアイソレータ(1,000φ
程度)を用いて免震層の長周期化を図ることでより免震性
能を高め、合理的な免震構造を実現している。なお、基
礎構造は良好な地盤条件を生かし、直接基礎と免震層も
東西コア部直下に集約し、基礎深さを最小限に留めて経
済性・施工性を追求している。

信濃毎日新聞社本社ビル作品賞
建築主：信濃毎日新聞株式会社　小坂健介
設計者：株式会社日建設計　常木康弘、長瀬　悟、中西規夫
施工者：鹿島建設株式会社　金丸康男

建物外観（撮影：（株）エスエス東京）

内観（撮影：（株）エスエス東京）
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建築概要
建 設 地 ：千葉県浦安市日の出３
建 築 主 ：スターツホテル開発株式会社
総合企画 ：スターツＣＡＭ株式会社
設　　計 ：株式会社日本設計
施　　工 ：前田建設工業株式会社
竣　　工 ：2005年4月
建築面積 ：4,292.25㎡　延床面積: 28,476.80㎡
階　　数 ：地上24階、高さ：87.55ｍ
構造種別 ：ＲＣ造、ＳＲＣ造　一部Ｓ造

選評
本建物は、宿泊特化型のアーバンリゾートホテ
ルである。テーマパークに対峙した軸線を中心に
扇形の平面を有し、波型のバルコニーと12種類に
及ぶ多様な客室タイプは、リゾートホテルらしさ
を醸し出している。3階直下の設備トレンチ階を免
震層とした、地上階中間層免震建物である。免震
部材としては、天然ゴム系積層ゴム、直動転がり
支承、ダンパー一体型の弾性すべり支承及びオイ
ルダンパーがバランス良く配置されている。この
結果、高さ87Ｍの建物を鉄筋コンクリート造で実
現させ、発注者の期待する性能確保（住居並みの
居住性、安全性、長寿命、高い耐震性と資産価値
など）に応えている。また、当敷地は軟弱地盤で
ＧＬ-14Ｍまで液状化層があるため、砂杭を用いた
液状化対策を施し、ＧＬ-52.9Ｍの支持層まで鋼管
巻場所打ちコンクリート杭としている。
免震エキスパンションの建築的納まりの工夫も
ある。床石張りの跳ね上げ式、床塩ビシート張り
呑み込み式や天井の跳ね上げ式などディテールが
綺麗に納められている。
免震構造に不利な液状化地盤を克服し、免震技術
を駆使して、扇状の不整形な平面を持つＲＣ高層ホ
テルを実現させており、免震構造の特質を反映させ
た作品として作品賞に相応しい建物である。

（村井義則）

免震化した経緯及び企画設計等
本建物は、千葉県浦安市に大型テーマパークのパート

ナーホテルとして建設された宿泊特化型アーバンリゾー
トホテルである。
建築主からは、高い安全性、ローコスト、住宅並みの

遮音性・居住性、高い耐震性と不動産価値の向上の他、
テーマパークを臨む多くのバルコニー付客室の確保など
が要望として掲げられた。
免震構造の採用により、扇状の不整形な基準階平面に

対しても、弾性範囲内の挙動でＲＣ造による明快な構造
計画が可能となり、かつ客室間に連層耐震壁やＰＣａ穴
あき床版を用いることで、躯体コストを縮減すると同時
にホテルに求められた遮音性・居住性をはじめとする
様々な性能を実現した。

技術の創意工夫、新規性及び強調すべき内容等
免震層は、高層客室階と1･2階共用部の境界に設けら

れる設備トレンチ層を利用した中間層免震で、コスト、
工期、高さ寸法の有効利用にリーズナブルな計画として
いる。
また液状化地盤への対策は、砂杭による静的締固め工

法で地盤を固め液状化対策を施し、かつ、この改良効果
を設計用の模擬地震動に反映させている。
一方、軟弱地盤の周期特性と共振しない免震周期を得

るため、弾性すべり支承や直動転がり支承を用いて、長
周期化を図り、オイルダンパーにより応答変位を制御す
るハイブリッドな免震システムを構築している。
1･2階ＥＶホールは、グリッドパターンを基調とした

デザインにより免震エキスパンションジョイントが目立
たぬ工夫をし、ホテルにおける意匠性と安全性の両立を
図った。

ホテル エミオン 東京ベイ作品賞
総合企画：スターツＣＡＭ株式会社　佐口竜也
設計者：株式会社日本設計　小林利和、浅野一行
施工者：前田建設工業株式会社　　川述正和

建物外観（撮影：ホテル エミオン 東京ベイ）

断面図

中庭側ファサード

EVホール
（撮影：小林研二写真事務所）
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建築概要
建 設 地 ：静岡県熱海市東海岸1-2他
建 築 主 ：国際医療福祉大学
設計監修 ：株式会社医療福祉建築機構
設　　計 ：株式会社　大林組
施　　工 ：株式会社　大林組
竣　　工 ：2005年5月
建築面積 ：3,574㎡　延床面積：23,230㎡
階　　数 ：地上8階、地下2階、高さ：30.2m
構造種別 ：鉄筋コンクリート造

選評
本建物は、静岡県熱海市の海岸に面する急峻な
傾斜地に計画された地域の基幹病院の役割を持つ
総合病院であり、41m×102mの平面形を有し、
地上8階地下2階の鉄筋コンクリート造である。ま
た、当該建物は急峻な傾斜地に接し、その傾斜地
の巨大な片土圧に対し、安全性を確保するため、
擁壁とその背面に設けた斜め型永久アンカーによ
り支持させている。その擁壁は地下構造に緊結さ
れており、上部建物は土圧から開放された構造計
画としている。
地下構造と上部建物との境界を免震層とした免
震建物とすることにより、災害時にも医療機能が
保全される高い安全性を確保している。
同時に、当該敷地の特色である相模湾の眺望を
有効に生かした病院施設を可能にし、癒しの環境
に配慮した明るい施設となっている。
当建物は免震病院施設として、特段に新しい形態
あるいは建築計画を提案しているものではない。し
かしながら、厳しい敷地形状にも拘らず、巨大地震
時における病院施設の機能性確保のため、免震建物
の実現に向け、技術的、施工的および経済的困難さ
を克服して実現したことは、免震建物の適用範囲と
有効性の拡大に寄与すること大である。よって、こ
こに作品賞（特別賞）として賞する。 (小幡　学)

免震化した経緯及び企画設計等
国立熱海病院を国際医療福祉大学が附属熱海病院とし

て継承し、病院として運用を続けながら、老朽化した建
物の全面建替を行った建設計画である。地域の基幹病院
としての重要な役割を担い、最先端の医療サービスを提
供し、海岸崖地の立地条件による相模灘の絶景を楽しめ
る「癒しの環境」を提供するよう計画した。当敷地は東
海地震の指定区域であり、病院を利用する入院者や患者
に向け、災害時に医療機能が保全されるよう安全性の高
い免震構造が採用された。

技術の創意工夫、新規性及び強調すべき内容等
本建物の特筆すべき点は、非常に特殊な敷地条件を克

服して実現されたことである。海岸に面する急峻な傾斜
地に計画され、大きな片土圧を受けるため、建築空間の
確保を目的とした架構形式および擁壁の計画は、建築計
画との整合を図るうえで通常の免震建物とは異なってい
る。上部建物は地盤の傾斜に合わせ、三層にわたる各レ
ベルに免震層を設け、建築擁壁および基礎に斜め型永久
アンカーを配置し、建物を土圧から開放し有効な建築空
間を確保した。さらに海風の影響を受けやすく、台風の
接近が多い地域でもあるため、強風による揺れを抑える
ブレーキダンパーを日本で初めて採用した。そのほか免
震装置には天然ゴム系積層ゴム、オイルダンパーおよび
新技術である巨大地震時に生じる積層ゴムの引抜力を低
減する引抜き力制御ベースプレートを採用した。

国際医療福祉大学附属熱海病院
設計監修者：株式会社医療福祉建築機構　佐々木邦彦
設計者：株式会社大林組　橋本康則、奥田　覚、田畑博章
施工者：株式会社大林組　甲賀一也

作品賞
（特別賞）

建物外観

施工状況

建物断面
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第7回日本免震構造協会賞

第8回（2007年）日本免震構造協会賞募集
社団法人日本免震構造協会表彰規程に従って、本協会は、下記のとおり第8回（2007年）日本免震構造協会賞

の応募者を公募いたします。積極的な応募と会員の皆様の推薦をお待ちしております。なお、作品賞は、2006
年9月末日以前に竣工した建築物を対象といたします。
●応募締切日　応募申込　2006年10月末日まで ●（社）日本免震構造協会表彰委員会（予定）

（FAX可） 委 員 長　神田　順
書類提出　2006年11月末日 委　 員　岡部憲明　　小幡　学　　河村壮一

●表　彰　式　2007年6月 北村春幸　　平島　寛　　村井義則　　
（社）日本免震構造協会通常総会後 六鹿正治

（目的）
第 1 条 この規程は、社団法人日本免震構造協会（以
下「協会」という。）の表彰について必要な事項を定め、
免震構造の技術の進歩及び適正な普及発展に貢献した
者並びに建築物に対して表彰することを目的とする。

（表彰の種類）
第 2 条 表彰は、功労賞、技術賞及び作品賞の3種類に
分けて行う。

（表彰の対象）
第 3 条 功労賞は、多年にわたり免震構造の適正な普
及発展に功績が顕著な者に贈る。

2 技術賞は、免震建築物の設計、施工及びこれらに係
る装置等について研究開発により優れた成果をあげた
者に贈る。
3 作品賞は、免震構造の特質を反映した、優れた建築
物に贈る。

（表彰の方法）
第 4 条 表彰の方法は、功労、技術又は作品の内容に
より表彰状と副賞又は感謝状を贈る。

2 表彰の時期は、原則として、協会の通常総会時に
行う。

（応募資格）
第 5 条 応募者は、原則として、第1種正会員に属する
個人、第2種正会員及び賛助会員に属する個人とする。

（応募の方法）
第 6 条 協会会長（以下「会長」という。）は、毎年日
本免震構造協会賞応募要領を定め、候補者を募集する。

2 応募は、自薦又は他薦のいずれでも良い。

（表彰委員会）
第 7 条 日本免震構造協会賞の審査は、表彰委員会
（以下「委員会」という。）が行う。
2 委員長及び委員は、理事会の同意を経て、会長が委
嘱する。
3 委員会には、委員長の指名により副委員長1名を置
く。副委員長は、委員長を補佐し、委員長に事故ある
時は、その職務を代行する。
4 委員会は、委員長及び副委員長を含め、8名以内で
構成する。
5 委員の任期は、2年とする。ただし、再任を妨げな
いが連続2期までとする。
6 委員長は、必要に応じ専門委員を置くことができる。
7 委員会の運営について必要な事項は、委員会が別に
定める。

（受賞者の決定）
第 8 条 受賞者は、委員会の推薦により会長が決定する。
（規程の改廃）
第 9 条 この規程の改廃は、理事会の議決による。
（細則）
第10条 この規程を実施するために必要な事項につい
ては、別に定める。

附則（最終改正）
この規程は、平成17年11月10日から施行する。

応募申込先及び応募に関する問合せ先
（社）日本免震構造協会・事務局
〒150-0001 東京都渋谷区神宮前2-3-18

JIA館2階
TEL03-5775-5432 FAX03-5775-5434

社団法人日本免震構造協会表彰規程
2000年6月15日制定

日本免震講造協会賞　楯 楯の製作者片山利弘先生の作品製作意図とプロフィール
〈作品製作の意図〉相対する概念、不安と安定を、特殊な技術的表現手段により美的な、均衡
空間に創生させることを目的として制作したものです（片山先生）。
〈片山先生プロフィール〉
1928年大阪に生まれる。
1966年 ハーバード大学視覚芸術センターの招きで、アメリカ・ボストンに移住、現在にい
たる。
1990年ハーバード大学教授・視覚技術センター館長となる。
また、最近の作品には次のようなものがある。
大原美術館ホールの石壁と石のレリーフ彫刻。協力、和泉正敏氏（1991）
三井海上本社ビルの壁3m高の窓象、線映と石の彫刻。和泉正敏氏と共作（1994）
JT本社ビルホール壁画などの銅板によるレリーフ（1995）
第7回日本建築美術工芸協会（AACA賞、受賞）（1997）
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建築構造物として保有すべき安全性
能の評定
地上14階／地下2階
地上階：S造　地下階：SRC造+RC造

評定の概要

日本免震構造協会では、平成16年12月24日に指定性能評価機関の指定（指定番号：国土交通大臣　第23号）

を受け、性能評価業務を行っております。また、任意業務として、申請者の依頼に基づき、評定業務を併

せ行っております。

ここに掲載した性能評価（評定）完了報告は、日本免震構造協会の各委員会において性能評価（評定）を完

了し、申請者より案件情報開示の承諾を得たものを掲載しております。

建築基準法に基づく性能評価業務のご案内
◇業務内容
建築基準法の性能規定に適合することについて、一般的な検証方法以外の方法で検証した構造方法や建
築材料については、法第68条の26の規定に基づき、国土交通大臣が認定を行いますが、これは、日本免
震構造協会等の指定性能評価機関が行う性能評価に基づいています。

◇業務範囲
日本免震構造協会が性能評価業務を行う範囲は、建築基準法に基づく指定資格検定機関等に関する省令
第59条各号に定める区分のうち次に掲げるものです。
①第6号の区分
建築基準法第37条第2項の認定に係る免震材料等の建築材料の性能評価
②第11号の区分
建築基準法施行令第36条第2項第三号（同法第36条第3項第二号に掲げる場合を含む）の規定による、免
震・制震建築物等の時刻歴応答解析を用いた建築物、または建築基準法施行令第36条第4項の規定によ
る、高さが60mを超える超高層建築物

◇業務区域

日本全域とします。
◇性能評価委員会
日本免震構造協会では、性能評価業務の実施に当たり区分毎に専門の審査委員会を設けています。
①材料性能評価委員会（第6号の区分） 原則として毎月第1金曜日開催
②構造性能評価委員会（第11号の区分） 原則として毎月第2水曜日開催

◇評価員
材料性能評価委員会 構造性能評価委員会

委員長 寺本　隆幸（東京理科大学） 委員長 和田　　章（東京工業大学）
副委員長 高山　峯夫（福 岡 大 学） 副委員長 壁谷澤寿海（東 京 大 学）
委員 曽田五月也（早稲田大学） 委員 瀬尾　和大（東京工業大学）

西村　　功（武蔵工業大学） 中井　正一（千 葉 大 学）
山崎　真司（首都大学東京） 福田　俊文（建築研究所）

◇確認検査業務における他機関との提携

確認検査業務につきましては、次の指定確認検査機関と提携しております。
ユーイック（株）都市居住評価センター　　 （株）愛知建築確認検査サービス

◇詳細案内

詳しくは、日本免震構造協会のホームページをご覧下さい。
URL: http://www.jssi.or.jp/

日本免震構造協会　性能評価（評定）完了報告

評　定

申込者 備　考評定種別

スウォッチ
グループ
ジャパン

構造設計者：
アラップジャパン
施工者：鹿島建設

構造評定

件　名

（仮称）
Nicolas
G.Hayek
Center

06002
（H18.6.14）

JSSI-評定-
（完了年月日）
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国土交通省から公表された大臣認定取得免震建物のうち、ビルディングレター（日本建築センター）に掲載されたものを一覧で示しています。
間違いがございましたらお手数ですがFAXまたはe-mailにて事務局までお知らせください。

また、より一層の充実を図るため、会員の皆様からの情報をお待ちしておりますので、宜しくお願いいたします。

出版部会　メディアWG URL:http://www.jssi.or.jp/ FAX:03-5775-5734 E-MAIL: jssi@jssi.or.jp

国内の免震建物一覧表

免震建物一覧表
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超高層免震建物一覧表
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61委員会の動き

委 員 会 の 動 き ●設計支援ソフト小委員会　

委員長　酒井　直己

ダウンロードソフト「レーダー

チャート」のデーターベースを更

新するために、データシート作成

方法の改良を行なっている。また、

免震設計に必要な単機能のソフト

として、J-SHIS等から提供される

地震波形処理、風荷重の時刻歴波

形作成ソフト等を検討している。

免震部材部会
委員長　高山　峯夫

●アイソレータ小委員会
委員長　高山　峯夫

本小委員会では引き続き、各

種アイソレータの力学特性や設

計・施工に関する情報を収集し、

積層ゴム、すべり支承、転がり

支承について報告をまとめるべ

く活動中である。

●ダンパー小委員会

委員長　荻野　伸行

履歴系ダンパーWGと粘性系ダ

ンパーWGに分かれて研究活動を

継続している。粘性系WGについ

ては、ほぼ報告書が完成しており、

共用サーバーに電子データとして

保存している。また、履歴系WG

では、資料の一部追加修正と、摩

擦系ダンパー（ブレーキダンパー）

の追加作業を実施しており、今

後、最新データにおける活動報

告書の作成を予定している。

●住宅免震システム小委員会　

委員長　高山　峯夫

本小委員会では住宅免震に関し

て初心者でもわかるマニュアルの

作成を行っている。 マニュアル

の原案はほぼできあがっている

が、各章間の調整や付録の整備な

ども鋭意 進めていく予定にして

いる。

低の基準で作られた建築物の集

合で作られた大都市が次に来る

大地震を乗り越えられると考え

るのは楽観的である。都市の事

業継続計画、国の事業継続計画

を立てるためには、個々の建築

物の大地震後の機能維持が必要

である。これには本協会の扱っ

ている免震構造、これが無理な

場合には制振構造が不可欠な技

術である。

技術委員会は4つの部会で運営

してきたが、今回から免震部材

用耐火被覆を検討する防耐火部

会の参加をえて5つの部会で運営

することとなった。以下に各部

会の活動状況を報告する。

設計部会
委員長　公塚　正行

●設計小委員会

委員長　公塚　正行

免震部材と構造躯体との接合

部の設計方法を検討する免震部

材周辺部構造安全性WGに参加

し、ダンパ－系と支承系の設計

方法をまとめている。また、住

宅性能表示改訂のパブリックコ

メントに対し、免震建築物に関

わる事項について、設計小委員

会が中心となり意見書を取りま

とめ6月中旬に提出した。

●入力地震動小委員会

委員長　瀬尾　和大

入力地震動小委員会では前年度

に引き続き、毎月1回の頻度で委

員会を開催し、ホットな関連情報

の収集・整理を実施している。本

年度からは①長周期地震動の検討

及び他学会との情報交換、②免震

建物の地震観測状況調査、③J-

SHISなど国の地震情報の活用、

の3テーマを掲げ、分担して検討

を進めている。

運営委員会
委員長　深澤　義和

運営委員会は、4/18、5/16、

6/20に開催した。活動内容は、定

例的な会員動向の確認、収支状況

の確認のほか、性能評価事業の順

調な活動支援などである。

6/8に総会が開催され、平成17年

度の活動報告および決算、平成18

年度活動方針および予算が承認さ

れた。また、西川新会長をはじめ

とする執行部の体制も決定され、

免震制震の更なる普及を図るよう

に運営委員会の活動を推し進める。

公益法人制度改革関連3法が交

付されたので、これに関わる協会

の対応を財務小委員会で検討す

る。また、更なる普及活動として、

記念事業準備等を企画小委員会で

検討を開始する。

技術委員会
委員長　和田　章

事業継続計画、Business Continuity

Program（BCP）という言葉が常識

になりつつある。1999年の集集地

震を受け台湾のメモリーの工場が

止まったために、世界のコンピュ

ータ産業に大きな影響を与えた、

中越地震の際に大きな被害を受

けた三洋電気がその立直りに非

常に苦労したことなどの問題を

扱い、対処しようというソフト

技術である。1929年の世界恐慌

は有名であるが、我国は1923年

の関東大震災の痛手があり、こ

れに巻込まれたともいわれてい

る。我国の耐震基準に示された

最低基準では、極めて稀に起こ

る大地震に対して個々の建物の

財産価値保全、機能の継続維持

は求めていない。このような最
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いる。会誌の内容見直しなどが進

められている。

教育普及部会
委員長　早川　邦夫

第11回免震フォーラムを検討す

るために、フォーラムWGを教育

普及委員会の中に立ち上げ、現在、

内容の検討を行っている。決定事

項は以下の通り。

日　時：06年9月11日（月）

13：00～

場　所：日大理工学部CSTホール

タイトル：首都直下地震の被害低減

に向けての免震構造の適

用性を探る

7月19日の委員会で講演者の役

割などが決定された。

出版部会
委員長　加藤　晋平

出版部会の全体会議は、7月26

日（水）に開催された。8月25日発

行予定の会誌53号の進行状況、

次の54号の内容及び執筆依頼に

ついて検討した。

会誌の編集内容について会員

へのアンケートを行い、免震建

築の普及活動に役立つ機関紙と

して、内容の見直しも検討され

た。また、印刷会社の手違いも

あり刷り直す事態もあったので、

原稿のチェック体制についても

今一度確認がなされた。

戸建住宅部会
委員長　中澤　昭伸

（財）日本建築センタ－主催によ

る免震建築物の告示の改正につい

ての講習会が、当部会から講師を

派遣し数回にわたり行われまし

た。その後、告示免震の用語の意

味が曖昧であるという声もあり、

設計で使用する用語の定義につい

てはJSSIとしての統一見解を示す

ことにしている。更に今後は一般

の方々にも分かり易い、情報の提

供及び広報活動等を行っていく予

定である。

社会環境部会
委員長　久野　雅祥

5月24日に第3回委員会を実施し

た。地震リスク、環境問題、地

震防災の3つのテーマを中心に継

続 的に審議中である。一部のテ

ーマは9月の免震フォーラムの中

で示せるように実施することに

している。

国際委員会
委員長　岡本　伸

2006年2月にSPON社から出版を

予定していた、日本、韓国、中国、

台湾、ニュージーランド、米国、

イタリーの免制震技術の建築物へ

の応用の現状に関する「Response

Control and Seismic Isolation of

Building」 と題する本の編集作業

は、昨年末でほぼ終了したが、

SPON社の担当者の変更等があり、

出版の時期が大幅にずれ込んでい

たが、印刷屋からの校正依頼の連

絡があり、6月13日に、校正済原

稿を印刷屋に送付した。現在先方

から提示されている出版時期は8

月末ということである。

国際委員会の委員長は、この六

月をもって、斉藤大樹（独法建築

研究所）氏に交代します。今後は、

斉藤委員長を中心にして、上記出

版物の完成後に、CIB/TG44とし

ての最終会議と今後の新しい活動

に関するキックオフミーティング

を兼ねた国際ワークショップを、

中国のいずれかで開催することに

なろう。そこで、TG44に代わる、

免震構造に関連した新しいテーマ

に関する3年間の活動計画作成に

関する議論を行い、これを纏め、

応答制御部会
委員長　笠井　和彦

●パッシブ制振評価小委員会　

委員長　笠井　和彦

パッシブ制振小委員会のWGの

一部による検討会が主な活動であ

った。特に鋼材ダンパー履歴挙動

のモデル化について成果が挙がっ

ている。また一部の委員によるが、

防災科研大型震動台（三木市）を用

いた実大5層制振構造の実験の準

備会議に参加し、解析・設計に従

事している。

●制振部材品質基準小委員会　

委員長　木林　長仁

本小委員会は4月5日に開催し、

中国語訳のための補足資料として

「限界耐力計算法」および「Ai分

布の背景」に関する検討および勉

強会を行った。また、エネルギー

法によって鋼材ダンパーを適用す

る際の課題について引き続き検討

を行う予定である。

防耐火部会
委員長　池田　憲一

通常の積層ゴムにおける耐火被

覆の大臣認定条件の設定を完了。

現在、滑り系装置（弾性滑りと剛

滑り）について、材料レベル・部

材レベル・架構レベルの3つの観

点から耐火構造の認定条件を検討

している。

普及委員会
委員長　須賀川　勝

免震に関わる技術者のレベルア

ップを意図した現場、装置メーカ

ー工場などの見学会の準備を進め

ているが、気候のことや現場の工

程などで秋に集中的に実施する予

定になっている。現在は9月のフ

ォーラムの準備を重点的に行って
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CIBのプログラム委員会に提出

し、承認されれば来年度から、

CIBをプラットホームにした新た

な活動を開始することになろう。

資格制度委員会
委員長　西川　孝夫

平成18年度免震部施工管理技

術者同じく免震建物点検技術者

の講習・試験ならびに免震部施

工管理技術者の更新講習の日程

等について確認を行った。施工

管理技術者の講習・試験は10月8

日（日）に都市センターホテルで、

点検技術者の講習・試験を平成

19年1月27日（土）に全共連会館で、

また、施工管理技術者に対する

更新講習は11月12日（日）に都市

センターホテルで行うことを確

定した。更新講習は今年度で5年

目を迎える有資格者に対して行

われる。これら詳細は協会のホ

ームページで広報している。な

お、平成18年7月12日現在で施工

管理技術者の登録者総数は1565

名、点検技術者の登録者総数は

578名である。

維持管理委員会
委員長 沢田　研自

「免震建物点検技術者」資格が

平成20年3月に更新期限を迎える

ことから、維持管理委員会委員

の中から当該資格の更新に関す

る委員を任命し、資格制度委員

会更新部会として更新に関する

手続き等の整備をおこなうこと

としました。

平成17年度の活動として取り

上げた「点検業務を通じて見ら

れる問題事例および推奨事例」

は、全体骨子が完成したことか

ら、各委員の意見を取り入れて

肉付けし、解説がよりわかりや

すくなるように挿絵などを作成

しています。

今後の予定として、原稿段階

で各委員の所属企業において実

務上の検証を実施していただき、

また点検会社などからの意見を

参考に完成度を上げて、平成18

年度中の出版を考えています。

なお、第二四半期からは、免震

建物維持管理基準の追加改定の

準備を行います。
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技術委員会／応答制御部会／パッシブ制振評価小委員会／制振部材解析WG

技術委員会／応答制御部会／制振部材品質基準小委員会

普及委員会／運営幹事会

技術委員会／設計部会／設計支援ソフト小委員会

技術委員会／免震部材部会／アイソレータ小委員会

資格制度委員会／施工管理技術者試験部会

技術委員会／設計部会／入力地震動小委員会

運営委員会

資格制度委員会／運営幹事会

技術委員会／免震部材部会／ダンパー小／履歴WGとエネルギーSWG合同

普及委員会／教育普及部会

技術委員会／耐火被覆WG

普及委員会／出版部会／「MENSHIN」52号編集WG

普及委員会／出版部会

建築計画委員会

国際委員会／編集WG

技術委員会／設計部会／設計支援ソフト小委員会

普及委員会／教育普及部会

普及委員会／運営幹事会

資格制度委員会／施工管理技術者試験部会

技術委員会／免震部材部会／アイソレータ小委員会

技術委員会／設計部会／入力地震動小委員会

運営委員会

技術委員会／耐火被覆WG

普及委員会／社会環境部会

維持管理委員会

技術委員会／応答制御部会／パッシブ制振評価小委員会／制振部材解析WG

技術委員会／設計部会／免震部材周辺部構造安全性WG

技術委員会／免震部材部会／ダンパー小／履歴WGとエネルギーSWG合同

国際委員会／編集WG

技術委員会／設計部会／設計支援ソフト小委員会

技術委員会／設計部会／設計小委員会

資格制度委員会／施工管理技術者試験部会

普及委員会／運営幹事会・教育普及部会合同開催ファーラムWG

普及委員会／出版部会／「考え方進め方免震建築」英訳作業WG

技術委員会／応答制御部会／パッシブ制振評価小委員会／制振部材解析WG

資格制度委員会／更新部会

運営委員会

技術委員会／設計部会／入力地震動小委員会

技術委員会／耐火被覆WG

技術委員会／免震部材部会／ダンパー小／履歴WGとエネルギーSWG合同

建築計画委員会
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日付 委員会名 開催場所　　　　 人数

委員会活動報告（2006.4.1～2006.6.30）
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入会のご案内

入会ご希望の方は、次項の申し込み書に所定事項をご記入の上
下記宛にご連絡下さい。

第１種正会員

入会金 年会費

別　途

300,000円 （１口）300,000円

100,000円 100,000円

―

5,000円 5,000円第２種正会員

賛助会員

特別会員

会員種別は下記の通りとなります。

（１）第１種正会員

（２）第２種正会員

（３）賛助会員

（４）特別会員

本協会の目的に賛同して入会した法人

本協会の目的に賛同して入会した個人

本協会の事業を賛助するために入会した個人又は団体

本協会の事業に関係のある団体で入会したもの

ご不明な点は、事務局までお問い合せ下さい。

〒150-0001 東京都渋谷区神宮前2-3-18  JIA館 2階

社団法人日本免震構造協会事務局

TEL：03-5775-5432
FAX：03-5775-5434
E-mail：jssi@jssi.or.jp
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会員動向

社団法人日本免震構造協会 入会申込書〔記入要領〕

〒150-0001 東京都渋谷区神宮前2-3-18  JIA館 2階

社団法人日本免震構造協会事務局

TEL：03-5775-5432
FAX：03-5775-5434
E-mail：jssi@jssi.or.jp

第１種正会員・賛助会員・特別会員への入会は、次頁の申込み用紙に記入後、郵便にてお送り

下さい。入会の承認は、理事会の承認を得て入会通知書をお送りします。その際に、請求書・

資料（協会出版物等）を同封します。

２．代表名とは、下記の①または②のいずれかになります

３．担当者は、当協会からの全ての情報・資料着信の窓口になります。

４．建築関連加入団体名

５．業種：該当箇所に○をつけて下さい。｛　　　｝欄にあてはまる場合も○をつけて下さい

６．入会事由・・・例えば、免震関連の事業展開・○○氏の紹介など。

例えば・・・・・・総会の案内・フォーラム・講習会・見学会の案内・会誌「ＭＥＮＳＨＩＮ」・会

３団体までご記入下さい。

その他は（　　　）内に具体的にお書き下さい。

費請求書などの受け取り窓口

１．法人名（口数）・・・口数記入は、第１種正会員のみです。

記載事項についてお分かりにならない点などがありましたら、事務局にお尋ねください。

第１種正会員につきましては、申込み用紙の代表権欄の代表権者または指定代理人の□に　を

①代表権者　・・・法人（会社）の代表権を有する人

例えば、代表権者としての代表取締役・代表取締役社長等

こちらの場合は、別紙の指定代理人通知（代表者登録）に記入後、申込書と併せて送付し

て下さい。

②指定代理人・・・代表権者から、指定を受けた者

入れて下さい。
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氏　　　名

所属・役職

担当者

代表者

法　人　名（口　数）

□代表権者

□指定代理人

業種

○をお付けください

会員種別
○をお付けください

申　込　日（西暦）

申込書は、郵便にてお送り下さい。

資本金・従業員数

設立年月日（西暦）

建築関係加入団体名

入会事由

住　　　所
（勤務先）

ふ  り  が  な

氏　　　名

所属・役職

住　　　所
（勤務先）

ふ  り  が  な

ふ　り　が　な

年　　　　　月　　　　　日

万円　　・ 人

A：建設業

B：設計事務所 

C：メーカー

D：ｺﾝｻﾙﾀﾝﾄ

E：その他

a.総合　b.建築　c.土木　d.設備　e.住宅　f.プレハブ

a.総合　b.専業　｛1.意匠　2.構造　3.設備｝

a.免震材料　｛1.アイソレータ　2.ダンパー　3.配管継手

　　　　　　4.EXP.J　5.周辺部材｝

b.建築材料（　　　　　）　c.その他（　　　　　   ）

a.建築　b,土木　c.ｴﾝｼﾞﾆｱﾘﾝｸﾞ　d.その他（　　　 　）

a.不動産　b,商社　c.事業団　d.その他（　　  　　  ）

*会員コード
*入会承認日

*本協会で記入します。

第1種正会員

〒

〒

E-mail

－ FAX－ － －

FAX － －

賛助会員 特別会員

（　　　　口）

印

印

年　　　月　　日 月　　　　日

※貴社、会社案内を1部添付してください

E-mail

－ －

社団法人日本免震構造協会 入会申込書
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会員動向

社団法人日本免震構造協会「免震普及会」に関する規約

平成11年2月23日
規約第1号

　社団法人日本免震構造協会免震普及会（以下

「本会」という。）は、社団法人日本免震構造

協会（以下「本協会」という。）の事業目的と

する免震構造の調査研究、技術開発等について

本協会の会報及び活動状況の情報提供・交流を

図る機関誌としての会誌「MENSHIN」及び関

連事業によって、免震構造に関する業務の伸展

に寄与し、本協会とともに免震建築の普及推進

に資することを目的とする。

第１（目的）

　入会手続きの完了した者は、本会員として名

簿に登載し、本会員資格を取得する。

第７（登録）

　本会の目的違背行為、詐称等及び納入金不

履行の場合は、本会会員の資格喪失するもの

とする。

第８（資格喪失）

　本会員は、本協会の会員に準じて、次のよ

うな特典等を享受することができる。

　① 刊行物の特典頒付

　② 講習会等の特典参加

　③ 見学会等の特典参加

　④ その他

第１０（会員の特典）

　本会の目的達成のため及び本会員の向上の

措置として、セミナー等の企画実施を図るも

のとする。

第１１（企画実施）

　日本免震構造協会会誌会員は、設立許可日

より、この規約に依る「社団法人日本免震構

造協会免震普及会」の会員となる。

附則

　会誌は、１部発行毎に配付する。

第９（会誌配付）

　本会員になろうとする者（個人又は法人）は、

所定の入会申込書により申込手続きをするもの

とする。

第３（入会手続き）

　会員となる者は、予め、入会金として１万円

納付するものとする。

第５（入会金）

　納入した会費及び入会金は、返却しないもの

とする。

第６（納入金不返還）

　会費は、年額１万円とする。会費は、毎年度

前に全額前納するものとする。

第４（会費）

　本会を「（社）日本免震構造協会免震普及会」

といい、本会員を「（社）日本免震構造協会免震

普及会会員」という。

第２（名称）
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社団法人日本免震構造協会「免震普及会」入会申込書

申込書は、郵便にてお送り下さい。

申　込　日

氏　　　名
ふ　り　が　な

勤　務　先

自　　　宅

連　絡　先

住　　　所

連　絡　先 TEL（　　　　）　　　　　－

FAX（　　　　）　　　　　－

TEL（　　　　）　　　　　－

FAX（　　　　）　　　　　－

会　社　名

（西暦） 年　　　月　　　日 月　　　　日

印

所属・役職

住　　　所

〒　　　－

A：建設業　　 B：設計事務所 　　C：メーカー（　　　　　　　  ）

A：勤務先　　　 B：自　宅

D：コンサルタント　　 E：その他（　　　　　　　  　　　　　　）

〒　　－

業　　　種

会誌送付先

*コード

*入会承認日

*本協会で記入します。

該当箇所に○を

お付けください

該当箇所に○を

お付けください

業種Cの括弧内

には、分野を記

入してください



70 MENSHIN NO.53 2006.8

会員動向

会員登録内容に変更がありましたら、下記の用紙にご記入の上FAXにてご返送ください。

●登録内容項目に○をおつけください

1．担当者　　2．勤務先　　3．所属　　4．勤務先住所

5．電話番号　　6．FAX番号　　7．E-mail　　8．その他（　　　　　　　　　　）

送信先　社団法人日本免震構造協会事務局 宛

F A X　 0 3 － 5 7 7 5 － 5 4 3 4

※代表者が本会の役員の場合は、届け出が別になりますので事務局までご連絡下さい。

送付日（西暦） 年　　　月　　　日

会員登録内容変更届

会 社 名

（ ふりがな ）

担 当 者

勤務先住所

会 員 種 別 ：

発 信 者 ：

勤 務 先 ：

T E L ：

所 属

T E L

F A X

E - m a i l

第1種正会員　　第2種正会員　　賛助会員　　特別会員　　免震普及会

〒　　　　　－

（　　　　　）

（　　　　　）

●変更する内容
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会員種別 会員名または氏名

会員名または氏名

業　種

業　種

入　会

第1種正会員 井口インターナショナル㈱ 設計事務所/構造 

 　　〃 昭和建設㈱ 建設業/総合

賛助会員 ㈱小坂工務店 建設業/総合

 　　〃 ㈱エーアンドエーマテリアル メーカー/建築材料
  （耐火被覆材等） 

第2種正会員 久保　哲夫

 （東京大学大学院
   工学系研究科建築学専攻　教授）

会員種別

退　会

第1種正会員 セイフティーテクノ㈱ メーカー/免震材料
  （アイソレータ、ダンパー）

賛助会員 因幡電機産業㈱ メーカー/免震材料（EXP.J）

第2種正会員 岩本　いづみ

 　　〃 榎並　昭

会員数 名誉会員 1名
（2006年7月31日現在）

 第1種正会員 109社

  第2種正会員 173名 

  賛助会員 64社 

 特別会員 6団体
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インフォメーション

土金木水火月日

　 　 　 　 　 1 2

3 4 5 6 7 8 9

10 11 12 13 14 15 16

17 18 19 20 21 22 23

24 25 26 27 28 29 30

9月

9/11 「第11回JSSIフォーラム」（東京：日本大学）
約 150名

9/19 通信理事会

土金木水火月日

1 2 3 4 5 6 7

8 9 10 11 12 13 14

15 16 17 18 19 20 21

22 23 24 25 26 27 28

29 30 31

10月
10/8 平成18年度免震部建築施工管理技術者講習・試験

（東京：都市センターH） 約300名

10/16 通信理事会

10/20 平成18年度免震建物点検技術者講習・試験案内送

信、ホームページ掲載

土金木水火月日

　 　      　 1 2 3 4

5 6 7 8 9 10 11

12 13 14 15 16 17 18

19 20 21 22 23 24 25

26 27 28 29 30 31

11月 11/2 技術報告会（東工大） 約150名

11/上旬 理事会（協会会議室） 約20名

11/上旬 平成18年度免震部建築施工管理技術者試験/合格者

発表

11/12 施工管理技術者対象：更新講習会

（東京：都市センターH） 約230名

11/27 会誌「menshin」NO.54発行

11/31 日本免震構造協会協会賞応募書類提出締切り

土金木水火月日

　      　 　 　 　 1 2

3 4 5 6 7 8 9

10 11 12 13 14 15 16

17 18 19 20 21 22 23

25 26 27 28 29 3024/31

12月

12/8 平成18年度免震建物点検者講習・試験申込受付

締切り

12/18 通信理事会

年末年始の休暇　　12/28～1/4

は行事予定日など行事予定表（2006年9月～2006年12月）
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会誌「MENSH I N」　広告掲載のご案内

会誌「MENSH I N」に、広告を掲載しています。貴社の優れた広告をご掲載下さい。

●広告料金とサイズなど

1 ）広告の体裁 A４判（全ページ）　1色刷

 掲載ページ 毎号合計10ページ程度

2 ）発行日 年４回　2月・5月・8月・11月の25日

3 ）発行部数 1,200部

4 ）配布先 社団法人日本免震構造協会会員、官公庁、建築関係団体など

5 ）掲載料（１回）

※原稿・フィルム代は、別途掲載者負担となります。※通年掲載の場合は、20％引きとなります。正会員以外は年間契約は出来ません。

6 ）原稿形態 広告原稿・フィルムは、内容（文字・写真・イラスト等）をレイアウトしたものを、

 郵送して下さい。

 広告原稿・フィルムは、掲載者側で制作していただくことになりますが、会誌印刷会社

 （株）大應に有料で委託することも可能です。

7 ）原稿内容 本会誌は、技術系の読者が多く広告内容としてはできるだけ設計等で活用できるような

 資料が入っていることが望ましいと考えます。

 出版部会で検討し、不適切なものがあった場合には訂正、又は掲載をお断りすることも

 あります。

8 ）掲載場所 掲載場所につきましては、当会にご一任下さい。

9 ）申込先 社団法人日本免震構造協会 事務局

 〒150-0001　東京都渋谷区神宮前2-3-18　JIA館2階

 TEL　03-5775-5432　FAX　03-5775-5434

広告を掲載する会員は、現在のところ正会員としておりますが、賛助会員の方で希望される場合は、事務局へ

ご連絡下さい。

スペース 料　金 原稿サイズ

1ページ ￥84,000（税込） 天地　260mm　左右　175mm

I n f o r m a t i o n



82 MENSHIN NO.53 2006.8

「ワールドカップ」では日本が惨敗し、フラスト

レーションが溜まり、梅雨開けが遅れて鬱陶しい

日々が続いた今年の夏でしたが、今号は短い夏の

終わり頃に発行されます。

6月の総会時に免震協会会長の交代がありまし

た。平成12年より会長職に就かれ協会に多大な貢

献をされた三代目会長山口昭一先生、どうも有り

難う御座いました。また、四代目会長には西川孝

夫先生が就任されました。西川会長は「免震構造

協会は健全な免震構造の適切な普及のために鋭意

努力していかなければならない」と考えておられ

ます。今後共宜しくお願い致します。

今号では2006年の「日本免震構造協会賞」が発

表されておりますが、年々免震建築のレベルが上

がり審査も厳しくなっており、それぞれ一工夫さ

れ免震構造の特質を反映された力作ばかりです。

今後の設計の一助として下さい。

免震建築訪問で、昨年作品賞を受賞した先端的

なオフィス空間を有する「マブチモーター新本屋」

に訪問取材した今回の編集WGは、加藤（直）、酒井、

鳥居、中村、細川さんの5名の方々でした。御苦労

様でした。

出版部会委員長　　加藤　晋平

編集後記

好評発売中

造免 震 構 造造 の 魅 力
震に大地震に震に備える

免震建築の普及のため、建築主向けに免震構造を分かり易く解説したもの

価格（税込） ： 会　員 ￥2,000
  非会員 ￥2,500
  アカデミー ￥1,500

発 売 元 ： 社団法人日本免震構造協会

発 行 日 ： 2005年8月

（約9分）
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